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第１章 計画の目的等 

 

１ 背景と目的 

本市では，市民の生命，身体および財産を保護し，安全・安心なまちづくりを進めるため，

建築物の地震に対する安全性の向上を計画的に促進することを目的として，平成１８年  

（２００６年）に改正施行された耐震改修促進法※に基づき，同年に出された，国の「建築物

の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」（以下，「国の基本的な方針」

という。）および北海道の耐震改修促進計画を勘案しながら，平成２１（２００９年）年３月

に「函館市耐震改修促進計画」を策定し，これまで，市有建築物の耐震化はもとより，不特

定多数の方が多く利用する，店舗およびホテル・旅館等の民間の大規模建築物に対する耐震

診断や耐震改修の実施への支援など，各種施策に取り組んできました。 

このような中，平成３０年（２０１８年）６月に耐震改修促進法が改正され，令和３年

（２０２１年）１２月には国の基本的な方針，同年４月には北海道の耐震改修促進計画（第

３期）が策定されたところであります。 

こうした状況や，平成２９年（２０１７年）１月に改定した市の耐震改修促進計画（以下，

「従前の計画」という。）の計画期間が令和２年度（２０２０年度）をもって満了したことか

ら，これまでの取組を踏まえ，令和３年度以降も引き続き，建築物の耐震化の促進を図るた

め，耐震改修促進計画を改定するものです。 

 

※耐震改修促進法：建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年１０月２７日，法律第１２３号） 
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２ 計画の位置付け 

  本計画は，耐震改修促進法に基づく計画であり，国の基本的な方針や，令和３年（2021

年）４月に北海道が策定した「北海道耐震改修促進計画（第３期）」のほか，令和元年（2019

年）１２月に改定した「函館市地域防災計画」とも整合を図り定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

函館市耐震改修促進計画 函館市地域防災計画 

（令和元年１２月改定） 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成３０年６月改正） 

【北海道】北海道耐震改修促進計画（第３期） 

（令和３年４月策定） 

【国】国の基本的な方針(令和３年１２月改正) 
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３ 計画の対象 

  計画の対象地域は函館市全域とし，また，計画の対象建築物については，国の基本的な  

方針や北海道耐震改修促進計画において，住宅および多数利用建築物等（下記に掲げる用途

で一定規模以上の多数の方が利用する建築物）の耐震化率を高めていくこととしていること

から，本市においても同様に，これらの建築物を対象とします。 

 

表１ 多数利用建築物等一覧表 

用  途 

規  模（階数・床面積） 

多数利用建築物等 

（法第１４条） 

要緊急安全確認 

大規模建築物 

（法附則第３条） 

幼稚園，幼保連携型認定こども園，保育所 
階 数 2 以 上 か つ 

500 ㎡ 以上 

階 数 2 以 上 か つ

1,500 ㎡以上 

小学校・中学校・中等教育学校の前期課程・特別

支援学校 

階 数 2 以 上 か つ

1,000 ㎡以上 

階 数 2 以 上 か つ

3,000 ㎡以上 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 
階 数 1 以 上 か つ

1,000 ㎡以上 

階 数 1 以 上 か つ

5,000 ㎡以上 

老人ホーム・老人短期入所施設・福祉ホーム等，

老人福祉センター・児童厚生施設・身体障害者福

祉センター等 

階 数 2 以 上 か つ

1,000 ㎡以上 

階 数 2 以 上 か つ

5,000 ㎡以上 

運動施設（ボーリング場・スケート場・水泳場等），

病院・診療所，劇場・観覧場・映画館・演芸場，

集会場・公会堂，展示場，百貨店・マーケット・

物品販売店舗，ホテル・旅館，博物館・美術館・

図書館，遊技場，公衆浴場，飲食店・キャバレー・

料理店・ナイトクラブ・ダンスホール等，銀行・

理髪店等，車両停車場・船舶発着場・航空機発着

場等，自動車車庫・駐車施設，保健所・税務署等 

階 数 3 以 上 か つ

1,000 ㎡以上 

階 数 3 以 上 か つ

5,000 ㎡以上 

学校（上記を除く），卸売市場，賃貸住宅（共同

住宅に限る）・寄宿舎・下宿，事務所，工場（危

険物貯蔵場等除く） 

階 数 3 以 上 か つ

1,000 ㎡以上 

 

政令で定める数量以上の危険物を貯蔵または処

理する建築物 
すべて 

階 数 1 以 上 か つ

5,000 ㎡以上で敷地

境界線から一定距離

以内に存する建築物 

※要緊急安全確認大規模建築物：耐震改修促進法附則第３条第１項に規定する耐震診断の実施および 

耐震診断の結果の報告義務の対象建築物 
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４ 計画の期間 

  計画の期間は，令和３年度（２０２１年度）から令和７年度（２０２５年度）までの５年

間とします。 

 

５ 本計画とＳＤＧｓの関連 

  「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」は，２０１５年９月に国連サミットで採択された，持

続可能な世界を実現するための「１７の目標」と「１６９のターゲット」で構成された 

２０３０年までの国際目標であり，国においては，２０１６年に「ＳＤＧｓ実施指針」を策

定し，その中で地方自治体が各種計画や戦略，方針の策定や改訂を行う場合には，ＳＤＧｓ

の要素を最大限に反映するよう奨励し，その取組を促進することとしております。 

本市においても，個別行政分野における施策を推進することによりＳＤＧｓの実現に資す

ることにつながるものと考えており，本計画は，１７のゴールのうち，主に次の３つのゴー

ルの達成に資するものと考えます。 

 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．貧困をなくそう 

 ≪ターゲット（抜粋）≫ 

災害からの脆弱性を軽減する。 

１１．住み続けられるまちづくりを 

≪ターゲット（抜粋）≫ 

災害による被災者数等を大幅に削減する。 

１３．気候変動に具体的な対策を 

 ≪ターゲット（抜粋）≫ 

自然災害に対する強靱性等を強化する。 
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第２章 建築物の耐震化に係る目標 

 

１ 想定される地震の規模と被害予測 

(1)  想定される地震の規模 

本市に被害を与える危険性のある地震とその規模は，市の地域防災計画において，本市  

周辺の地震活動とその活動度および活断層の分布から，日本海東縁部（北海道南西沖地震

の近傍）の地震の「Ｍ８.０」，太平洋（三陸沖北部）の地震の「Ｍ８.３」および活断層（函

館平野西縁断層帯）を震源とする内陸直下型地震の「Ｍ６.６」が想定されています。 

  表２ 想定地震とその規模 

区  分 想定地震 市内最大震度 市内最小震度 

日本海東縁部の地震 Ｍ８.０ 震度６弱(５.８) 震度４(４.４) 

太 平 洋 の 地 震 Ｍ８.３ 震度６強(６.０) 震度５弱(４.７) 

内陸直下型地震 Ｍ６.６ 震度６強(６.４) 震度４(４.１) 

（出典：函館市地域防災計画(令和元年１２月改定)，「Ｍ」はマグニチュード）  

 

(2)  想定地震による被害予測 

市の地域防災計画では，日本海東縁部の地震の被害予測は，避難者が２,６５１人，建物

被害では，全壊が１８棟，半壊が９９棟発生すると予測され，また，市内全域に被害が生

じることが想定される活断層を震源とする内陸直下型地震にあっては，避難者が 14,209

人，建物被害では，全壊が１３５棟，半壊が７５１棟発生すると予測しています。 

表３ 想定地震による被害予測 

区  分 
人的被害[冬季]（人） 建物被害（棟） 

死者数 負傷者数 避難者数 全壊 半壊 

日本海東縁部の地震 2 29 2,651 18 99 

太 平 洋 の 地 震 9 102 7,077 67 293 

内陸直下型地震 7 179 14,209 135 751 

 （出典：函館市地域防災計画(令和元年１２月改定)）  
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２ 建築物の耐震化の状況 

(1)  住 宅 

市内に存する現に居住の用に供されている住宅の総数は，令和２年（２０２０年）では

１２３,０７６戸となっていますが，このうち，耐震性を有する住宅は，１１１,４６６戸，

耐震化率にして９０.６％となっています。 

平成 2７年（２０１５年）の調査と比較して４.５ポイント向上し，北海道の耐震化率と

同率となりましたが，従前の計画の耐震化率の目標である９５％は下回っている状況にあ

ります。 

表４ 居住世帯のある住宅の耐震化の状況 

単位：戸  

区 分 

平成２７年（２０１５年） 令和２年（２０２０年） 

総数 
耐震性 

あり 

耐震性 

なし 
耐震化率 総数 

耐震性 

あり 

耐震性 

なし 
耐震化率 

北海道 2,757,000 2,386,000 371,000 86.5％ 2,445,000 2,216,000 229,000 90.6％ 

函館市 121,934 104,940 16,994 86.1％ 123,076 111,466 11,610 90.6％ 

（北海道出典：北海道耐震改修促進計画(令和３年４月)） 

（函館市：住宅・土地統計調査，推計） 

 

(2)  多数利用建築物 

市内に存する多数利用建築物の数は，令和２年（２０２０年）で１,２７４棟あり，この

うち，耐震性を有する建築物は，１,１６９棟，耐震化率にして９１.８％となっています。 

平成２７年（２０１５年）の調査と比較して，５.５ポイント向上し，北海道の向上率を

上回りましたが，耐震化率では１.９ポイント下回り，また，従前の計画の耐震化率の目標

である９５％を下回っている状況にあります。 

また，市庁舎や学校等の災害時の拠点・避難施設となる，市有建築物の耐震化率は９５.９

％となっており，平成２７年の調査と比較して，５.９ポイント向上している状況にありま

す。 

表５ 多数利用建築物の耐震化の状況 

単位：棟 

区 分 

平成２７年（２０１５年） 令和２年（２０２０年） 

建物数 
耐震性 

あり 

耐震性 

なし 
耐震化率 建物数 

耐震性 

あり 

耐震性 

なし 
耐震化率 

北海道 23,400 21,800 1,600 93.0％ 26,400 24,700 1,700 93.7％ 

函館市 1,282 1,107 175 86.3％ 1,274 1,169 105 91.8％ 

（北海道出典：北海道耐震改修促進計画(令和３年４月)） 

（函館市：函館市資料，耐震性の棟数は，国から示されている算定方法により推計） 
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表６ 多数利用建築物の耐震化の状況（用途別） 

単位：棟 

用 途 

平成２７年（２０１５年） 令和２年（２０２０年） 

総数 
耐震性 

あり 

耐震性 

なし 
耐震化率 総数 

耐震性 

あり 

耐震性 

なし 
耐震化率 

学校 274 245 29 89.4％ 242 232 10 95.9％ 

病院・診療所 57 46 11 80.7％ 39 32 7 82.1％ 

社会福祉施設 63 54 9 85.7％ 114 108 6 94.7％ 

ホテル・旅館 112 92 20 82.1％ 86 80 6 94.7％ 

店舗・百貨店 74 61 13 82.4％ 62 54 8 87.1％ 

共同住宅 492 475 17 96.5％ 552 539 13 97.6％ 

公共公益施設 18 8 10 44.4％ 18 11 7 61.1％ 

その他 192 126 66 65.6％ 161 113 48 70.2％ 

合  計 1,282 1,107 175 86.3％ 1,274 1,169 105 91.8％ 

（函館市資料，耐震性の棟数は，国から示されている算定方法により推計） 

 

表７ 多数利用建築物のうち，市有建築物の耐震化の状況（用途別） 

単位：棟 

用 途 

平成２７年（２０１５年） 令和２年（２０２０年） 

総数 
耐震性 

あり 

耐震性 

なし 
耐震化率 総数 

耐震性 

あり 

耐震性 

なし 
耐震化率 

学校 227 207 20 91.2％ 194 191 3 98.5％ 

病院・診療所 4 3 1 75.0％ 4 3 1 75.0％ 

社会福祉施設 2 1 1 50.0％ 2 1 1 50.0％ 

ホテル・旅館 2 2 0 100％ 1 1 0 100％ 

共同住宅 136 132 4 97.1％ 136 136 0 100％ 

公共公益施設 18 8 10 44.4％ 18 11 7 61.1％ 

その他 13 9 4 69.2％ 13 10 3 76.9％ 

合 計 402 362 40 90.0％ 368 353 15 95.9％ 

（函館市資料，平成２７年：平成２８年３月，令和２年：令和３年３月） 
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(3)  要緊急安全確認大規模建築物 

要緊急安全確認大規模建築物の数は，令和２年（２０２０年）で３７棟あり，このうち，

耐震性を有する建築物は３４棟，耐震化率は９１.９％となっており，平成２７年（2015

年）の調査と比較して，大きく向上している状況にあります。 

 

表８ 要緊急安全確認大規模建築物の耐震化の状況（用途別） 

 単位：棟  

用 途 

平成２７年（２０１５年） 令和２年（２０２０年） 

総数 
耐震性 

あり 

耐震性 

なし 

耐震化

率 
総数 

耐震性 

あり 

耐震性 

なし 

耐震化

率 

不特定多数の者が利用する大規模建築物 

 病院・診療所 1 1 0 100％ 1 1 0 100％ 

劇場・観覧場等 1 0 1 0％ 1 1 0 100％ 

百貨店・店舗等 7 1 6 14.3％ 6 4 2 66.7％ 

ホテル・旅館 6 0 6 0％ 6 6 0 100％ 

遊技場 1 0 1 0％ 1 1 0 100％ 

公益施設 2 1 1 50.0％ 2 2 0 100％ 

避難確保上特に配慮を要する者が利用する大規模建築物 

 幼稚園・保育所 1 1 0 100％ 1 1 0 100％ 

小・中学校等 26 13 13 50.0％ 19 18 1 94.7％ 

合  計 45 17 28 37.8％ 37 34 3 91.9％ 

（函館市資料，平成 27 年：平成 27 年 12 月，令和 2 年：令和３年３月） 
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３ 建築物の耐震化の目標 

(1)  耐震化の目標 

本計画では，建築物の耐震化率の現況および今後想定される地震の規模に基づく被害予

測の状況，さらには，国の基本的な方針や北海道耐震改修促進計画を踏まえ，住宅の耐震

化率については，令和７年度（２０２５年度）までに９５％にすることを目標とするとと

もに，令和１２年度（２０３０年度）までには，耐震性の不十分な住宅を「おおむね解消」

することを目指し，これまでの取組を引き続き進めます。 

多数利用建築物については，所有者への個別対応を行いながら，令和７年度までに耐震

性の不十分な建築物を「おおむね解消」することを目標とし，要緊急安全確認大規模建築

物については，耐震化率を１００％にすることを目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  耐震化の目標達成に必要な住宅･多数利用建築物･要緊急安全確認大規模建築物の数 

ア 住 宅 

令和７年（２０２５年）における居住の用に供されている住宅の総数は，１２３,８９１

戸と推計され，このうち，耐震性のある住宅は，１１６,５４１戸と見込まれますが，耐

震化率としては９４.１％にとどまります。 

したがって，目標を達成するためには，耐震性がない１,１５６戸の住宅の耐震化を促

進していく必要があります。 

 

令和７年度の耐震化の目標 

住宅：耐震化率９５％ 

多数利用建築物：耐震性の不十分な建築物をおおむね解消 

要緊急安全確認大規模建築物：耐震化率１００％ 
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イ 多数利用建築物 

令和７年（２０２５年）における多数利用建築物の数は，１,２７０棟と推計され，こ

のうち，耐震性のある建築物は，１,１８０棟と見込まれますが，耐震化率としては９２.９

％にとどまります。 

したがって，目標を達成するためには，耐震性がない９０棟の建築物の耐震化を促進

していく必要があります。 

 

 

ウ 要緊急安全確認大規模建築物 

令和２年度（２０２０年度）における要緊急安全確認大規模建築物３７棟のうち，令

和２年度までに耐震化が終了していない建築物は３棟ですが，このうち，民間の建築物

２棟については，令和３年度（２０２１年度），市有建築物１棟については，令和４年度 

（２０２２年度）で耐震化が完了する予定です。 
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第３章 建築物の耐震化を促進するための施策 

 

１ 基本的な取組方針 

住宅や建築物の耐震化を図るためには，市民や建物の所有者等が地震防災対策を自らの 

問題，地域の問題として取り組むことが不可欠であり，こうした取組をできる限り支援する

観点から，北海道や建築関連事業者などと連携しながら，耐震診断や耐震改修を行いやすい

環境の整備に努めていくことを基本的な取組方針とします。 

 

２ 各主体の役割 

(1)  住宅や建築物の所有者 

住宅や建築物は，地域社会の構成員である住民の生活基盤であり，企業等においては経

済活動の基盤でもあります。 

住宅・建築物の所有者は，地震防災対策が自らの生命や財産の保全につながるとともに，

隣接する建築物や道路へ及ぼす被害の抑制といった都市機能の保持にも大きく影響するこ

とを認識し，自らの問題であるとともに，地域の問題といった意識をもって，主体的に地

震に対する安全性を確保するとともに，その向上を図るよう努めるものとします。 

(2)  函館市 

市は，市民の生命や財産を守るため，市有建築物の耐震化に率先して取り組むとともに，

住宅や建築物の所有者にとって，耐震診断・耐震改修を行いやすい環境の整備や，安全性

の向上に関する啓発や知識の普及を推進します。 

 

(3)  北海道 

北海道は，広域的・総合的な観点から，住宅や建築物の耐震化促進に向け，函館市と連

携して，普及啓発や環境整備等の施策を推進します。 

 

(4)  建築関連事業者 

住宅や建築物の設計・施工に携わる事業者などの建築関連事業者は，住宅・建築物の耐

震性の確保が人命に関わることであることを再認識し，所有者とのなお一層の信頼関係の

構築を図り，地震に対する安全性を確保した良質な住宅・建築物の建築，改修，維持管理

に努めるものとします。 
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３ 建築物の耐震化を促進するための取組 

 

本市は，これまで市民の生命と財産を守るため，住宅や多数利用建築物の耐震化に対する

補助制度による支援や相談事業等による普及・啓発を中心に取組を進めてきましたが，令和

７年度（２０２５年度）の耐震化の目標を達成するためには，建替え時期の到来や所有者の

高齢化などに伴うニーズや環境の変化を踏まえ，地震対策の選択肢を増やし，取組を進める

ことが必要です。 

そのため，地震災害時の人的被害の軽減を最優先に考え，「耐震対策の推進」および「普及・

啓発等の強化」の２つの施策の方向のもと，具体的な取組を推進します。 

 

 表９ 施策の方向と具体の取組一覧 

施策の方向と具体の取組 住 宅 
多数利用 
建 築 物  

（１） 耐震対策の推進 

  ア 住宅の耐震診断・耐震改修に係る補助制度等の実施 〇  

イ 民間の大規模建築物の耐震改修に係る補助制度の実施  〇 

ウ 市有建築物の耐震診断・耐震改修の実施 〇 〇 

エ 避難路沿道建築物の耐震化の促進 〇 〇 

オ 耐震改修促進法・建築基準法による指導・助言等 〇 〇 

（２） 普及・啓発等の強化 

 ア 地震防災に関するパンフレット等の活用 〇 〇 

イ 防災ハザードマップの活用 〇 〇 

ウ セミナーや出前講座等の開催 〇 〇 

エ 耐震診断・耐震改修に係る相談窓口の設置 〇 〇 

オ 耐震の認定制度の普及による耐震化の機運の向上 〇 〇 

カ ブロック塀や窓ガラス等の安全対策等の普及・啓発 〇 〇 
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(1)  耐震対策の推進 

 

ア 住宅の耐震診断・耐震改修に係る補助制度等の実施 

住宅の所有者が実施する耐震診断や耐震改修に対し，費用負担の軽減のための支援を

行います。 

具体的には，住宅の耐震性を確認する耐震診断については，平成２２年度（２０１０

年度）から国の補助制度を活用して，その費用の一部を北海道と協調して補助している

「函館市木造住宅耐震診断支援事業」【資料-2 参照】を継続するとともに，一戸建て住宅

を対象とした簡易的な無料耐震診断を実施し，所有者の耐震化への取組を支援します。 

また，耐震診断の結果，耐震補強が必要とされる住宅の耐震改修については，平成２４

年度（２０１２年度）から国の補助制度を活用して，耐震改修工事に必要な費用の一部

を北海道と協調して補助している「函館市住宅リフォーム補助事業」【資料-3 参照】を継

続します。 

 

イ 民間の大規模建築物の耐震改修に係る補助制度の実施 

要緊急安全確認大規模建築物のうち民間の建築物で，耐震補強が必要とされる建築物

の耐震改修については，平成２７年度（２０１５年度）から国の補助制度を活用して，

耐震補強設計および耐震改修工事に必要な費用の一部を北海道と協調して補助している

「函館市特定建築物耐震化支援事業」を行っています。 

令和３年度（２０２１年度）で，全ての対象建築物の耐震化が完了する予定であり，

これに伴い，事業を廃止する予定です。 

 

ウ 市有建築物の耐震診断・耐震改修の実施 

   市が所有する建築物については，災害時において避難場所など，防災拠点として重要

な機能を果たすことから，順次，耐震診断を実施し，耐震改修が必要な施設にあっては，   

早期に耐震改修を進めます。 

   なお，施設に危険性が認められた場合や，老朽化により今後の利用を見込めない場合

には，速やかに用途を廃止し，順次，解体等を行います。 

 

エ 避難路沿道建築物の耐震化の促進 

耐震改修促進法においては，建築物が地震によって倒壊した場合に，その敷地に接す

る道路の通行を妨げ，多数の者の円滑な避難が困難となることを防止するため，地震時

に通行を確保すべき道路を「緊急輸送道路」として指定をし，その沿道にあって，倒壊

した場合にその道路を塞ぐ恐れのある建築物（以下「避難路沿道建築物」という。）の耐
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震化を促進することとしています。 

市内の緊急輸送道路としては，北海道耐震改修促進計画において指定している，第１

次から第３次までの緊急輸送道路のほか，北海道警察函館方面本部が指定している，災

害時に緊急自動車が通行する緊急交通路等を地震時に通行を確保すべき道路とします。 

市では，この避難路沿道建築物で，前面道路幅員に対し一定の高さなどを有するもの

は，台帳を整備し，耐震診断および耐震改修の実態把握に努めるとともに，その建築物

の所有者に対し，地震時の倒壊により道路を閉塞するおそれがある建築物であることを

伝えることにより，当該建築物の耐震診断の実施を促し，地震に対する安全性を確保す

るため耐震改修の必要があると認められるときは，耐震改修を実施するよう指導・助言

等を行います， 

 

オ 耐震改修促進法・建築基準法による指導・助言等 

  平成２５年（２０１３年）の改正耐震改修促進法により，現行の建築基準法の耐震関

係規定に適合しないすべての住宅や建築物の所有者は，耐震診断と必要に応じた耐震改

修の実施に努めなければならないとされました。 

このため，市では，周辺への影響などを勘案して，必要があると認めるときは，その

所有者に対し，耐震診断や耐震改修の実施について必要な指導や助言等を行います。 

特に多数利用建築物については，台帳を整備し，耐震診断および耐震改修の実態把握

に努めるとともに，建築物の所有者に対し，アンケート調査を行い，耐震化についての

意向を確認するほか，所有者個別にその重要性などを説明し，地震に対する安全性を確

保するため耐震改修の必要があると認められるときは，耐震改修を実施するよう指導・

助言等を行います。 

 

(2)  普及・啓発等の強化 

 

ア 地震防災に関するパンフレット等の活用 

建築物の耐震化の重要性や必要性についての啓発を図るため，北海道や一般財団法人

日本建築防災協会が発行するパンフレットやリーフレットを活用し，公共施設の窓口や

町内会等へ配付するとともに，その内容を市のホームページにも掲載し，普及啓発に努

めます。 

 

イ 防災ハザードマップの活用 

市内において発生のおそれがある地震や発生時に想定される建物被害等を市民の方々
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に伝え，注意を喚起することは，防災意識の高揚を図るうえで重要なことから，震度分

布図や避難所の位置図といった防災に役立つ様々な情報を一つの地図上で自由に重ねて

表示することのできる電子地図をインターネット上で公表し，その周知に努めます。 

 

ウ セミナーや出前講座等の開催 

建築物の耐震化の重要性や必要性に関する知識の普及を図るため，北海道と連携して 

地震防災セミナーを引き続き開催するとともに，町内会やマンション管理組合，建築関

係団体等に対しては，市が実施している「出前講座」の開催を働きかけ，知識の普及に

努めます。 

また，学校における授業等において地震防災に関する知識を深め，耐震対策の重要性

に対する意識を育てることは重要であり，家庭内での地震防災への関心の喚起にもつな

がることから，学校教育における機会をつくるよう努めます。 

 

エ 耐震診断・耐震改修に係る相談窓口の設置 

市民が耐震化に関する相談や簡易な耐震診断法の相談を受けられる窓口として，市や

一般財団法人函館市住宅都市施設公社に継続して設置するほか，一般社団法人北海道建

築士事務所協会函館支部においては，無料相談および有料での現地調査や耐震診断，耐

震補強設計を行っており，引き続き，これら団体と連携しながら相談への対応をしてい

くとともに，市のホームページなどでその周知に努めます。 

 

オ 耐震の認定制度の普及による耐震化の機運の向上 

平成２５年（２０１３年）の改正耐震改修促進法では，建築物の耐震化を円滑に促進

するため，建築物が地震に対する安全性の基準に適合していることを認定する制度が創

設されたことから，その制度の普及を図り，認定した建築物を公表することで，耐震化

の機運を高めます。【資料-4 参照】 

 

カ ブロック塀や窓ガラス等の安全対策等の普及・啓発 

(ｱ)  ブロック塀の安全対策 

地震によるブロック塀の倒壊を防止するため，適正な維持管理および日頃の点検の

重要性について，パンフレットや市のホームページ等を活用して，情報提供や安全確

保の啓発に努めます。 

また，通学路等の沿道のブロック塀の実態把握に努めるとともに，危険なブロック

塀の所有者に対し，改善指導を行います。 
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(ｲ)  家具等の安全対策 

住宅の室内の家具などの転倒による被害を軽減するため，所有者や居住者に向けた

家具等の固定方法等についてのパンフレットの配付により普及啓発に努めます。 

 

(ｳ)  窓ガラス，外壁，屋外広告物等の落下対策 

地震時における建築物の窓ガラスの飛散，外装タイルの剥落，看板等の工作物の破

損落下による被害を防止するため，幹線道路に面する地上３階建以上の建築物で落下

のおそれがあるものと判断される場合は，所有者に対し関係法令に基づき改善指導を

行います。 

  

(ｴ)  天井脱落対策 

平成２３年（２０１１年）の東日本大震災で発生した大規模空間の天井脱落被害を

防止するため，建築物の所有者に対し，建築基準法に基づく定期報告制度を通じて，

安全性を確保するよう改善指導します。 

 

(ｵ)  エレベーターの閉じ込め防止対策 

地震時におけるエレベーターの閉じ込め等を防止するため，地震の初期微動を感知

し，最寄りの階に停止し，ドアを開放する「地震時管制運転装置」などの地震対策が

なされていないエレベーターを設置している建築物の所有者に対し，建築基準法に基

づく定期報告制度を通じて，その重要性を啓発し設置を促進します。 
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第４章 資料編 

                                                                                        

■資料-1 想定される地震規模 

 

 函館市地域防災計画において，次のように地震被害の予測をしています。  

 

〇想定地震  

本市に被害を与える危険性のある地震は，本市周辺の地震活動および活断層の

分布とその活動度を参照して，以下の３つの地震を設定しています。  

 

①  日本海東縁部の地震 Ｍ8．0（略称：日本海の地震）  

・北海道南西沖地震（１９９３）の近傍  

②  太平洋の地震 Ｍ８．３  

・三陸沖北部  

③  活断層を震源とする内陸直下型地震 Ｍ６．６  

・函館平野西縁断層帯（渡島大野断層，富川断層）  
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■資料-2 函館市木造住宅耐震診断支援事業  

 

市民の生命，身体および財産を保護し，安全・安心な市民生活を確保するため，

耐震診断に要する費用の一部を補助します。 
 

 

 

  

① 対象住宅 

次のいずれにも該当する市内の住宅 

・ 昭和５６年５月３１日以前に建設されたもの 

・ ３階建て以下の木造在来軸組構法 

・ 一戸建ての住宅，長屋および共同住宅 

（住宅以外の用途を有する場合，住宅の部分が延べ面積の 1/2 以上のもの） 

・ この補助制度による補助金の交付を受けたことがないもの 

・ 建築基準法等に明らかな法令違反がないものであること 

② 補助対象者 

次のいずれにも該当する者 

・ 補助対象とする住宅を所有している者 

・ 市税の滞納がない者 

③  補助率 

・ 耐震診断に要する費用の２／３以内 

④ 限度額 

・ 6万円（１棟につき） 

＜函館市木造住宅耐震診断支援事業＞ 
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■資料-3 函館市住宅リフォーム補助事業  

 

市民の安全・安心な住まいの実現を支援するため，耐震化に係る工事費用の一

部を補助します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 対象工事 

耐震改修工事関係分のみ記載 

・ 対象工事費の合計が３０万円以上の工事で補助金の交付決定後に契約 

し，申請年度の１月末日までに完了する工事 

・ 耐震診断の結果，倒壊のおそれがあると判断されたものを基準に適合 

するように改修する工事 

（昭和５６年５月３１日以前に建築または着工された住宅で３階建て以下 

（木造部分の階数が２以下）のもの） 

② 補助対象者 

・ 市内に自らが所有し，居住する住宅を改修する者 

・ 市内に所有している住宅を改修して居住する者 

・ 市税の滞納がない者 

③  補助率 

・ 対象工事費の合計の 20％以内 

④ 限度額 

・ 40 万円 

＜函館市住宅リフォーム補助事業＞ 
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■資料-4 耐震改修促進法の改正による各種認定制度 

 

 平成２５年（２０１３年）の耐震改修促進法の改正では，建築物の耐震化を円

滑に促進するため，耐震改修工事に係る容積率・建ぺい率の緩和や，建築物の地

震に対する安全性の表示制度が設けられたことから，その周知に努めます。  

 

 

 

 

・ 耐震改修工事に係る容積率、建ぺい率等の緩和（法第 17条） 

所管行政庁から、耐震改修計画の認定を受けた建築物は、耐震改修で増築する場合

は、容積率・建ぺい率の特例措置が認められ、これまで床面積が増加することにより

採用できない耐震改修工事の拡大を図ることが可能 

 

・ 建築物の地震に対する安全性の表示制度（法第 22条） 

所管行政庁から、耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物は、広告等に耐

震基準への適合認定を受けたことを表示することが可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 区分所有建築物の議決要件の緩和（法第 25条） 

所管行政庁から、耐震改修を行う必要がある旨の認定を受けた区分所有建築物（マ

ンション等）は、大規模な耐震改修を行おうとする場合の議決要件が 3/4 以上から

1/2 超に緩和（建物の区分所有権に関する法律の特例）  

＜耐震改修促進法の改正による各種認定制度＞ 

＜耐震基準適合認定表示制度＞ 
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■資料-5 建築物の耐震改修の促進に関する法律 

平成７年１０月２７日法律第１２３号 

最終改正：平成３０年６月２７日法律第６７号 

 

目次 

第一章 総 則（第一条 —第三条）  

第二章 基 本方針及び 都道府県耐 震改修促進 計画等（第 四条—第六 条） 

第三章 建 築物の所有 者が講ずべ き措置（第 七条—第十 六条） 

第四章 建 築物の耐震 改修の計画 の認定（第 十七条—第 二十一条）  

第五章 建 築物の地震 に対する安 全性に係る 認定等（第 二十二条— 第二十四条 ） 

第六章 区 分所有建築 物の耐震改 修の必要性 に係る認定 等（第二十 五条—第二 十七条）  

第七章 建 築物の耐震 改修に係る 特例（第二 十八条—第 三十一条）  

第八章 耐 震改修支援 センター（ 第三十二条 —第四十二 条） 

第九章 罰 則（第四十 三条—第四 十六条）  

附則 

 

   第 一 章  総 則 

 

（目的）  

第 一 条  こ の 法 律 は 、 地 震 に よ る 建 築 物 の 倒 壊 等 の 被 害 か ら 国 民 の 生 命 、 身 体 及 び 財 産 を 保

護 す る た め 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 の た め の 措 置 を 講 ず る こ と に よ り 建 築 物 の 地 震 に 対

する安全性 の向上を図 り、もって 公共の福祉 の確保に資 することを 目的とする 。 

（定義）  

第二条 こ の法律にお いて「耐震 診断」とは 、地震に対 する安全性 を評価する ことをいう 。 

２ この法 律において「 耐震改修」と は、地震に対 する安全性 の向上を目 的として、増 築、改

築、修繕、 模様替若し くは一部の 除却又は敷 地の整備を することを いう。 

３  こ の 法 律 に お い て 「 所 管 行 政 庁 」 と は 、 建 築 主 事 を 置 く 市 町 村 又 は 特 別 区 の 区 域 に つ い

て は 当 該 市 町 村 又 は 特 別 区 の 長 を い い 、 そ の 他 の 市 町 村 又 は 特 別 区 の 区 域 に つ い て は 都 道

府 県 知 事 を い う 。 た だ し 、 建 築 基 準 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 一 号 ） 第 九 十 七 条 の 二 第

一 項 又 は 第 九 十 七 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ り 建 築 主 事 を 置 く 市 町 村 又 は 特 別 区 の 区 域 内 の

政令で定め る建築物に ついては、 都道府県知 事とする。  

（国、地方 公共団体及 び国民の努 力義務）  

第 三 条  国 は 、 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 に 資 す る 技 術 に 関 す る 研 究 開 発 を 促 進

す る た め 、 当 該 技 術 に 関 す る 情 報 の 収 集 及 び 提 供 そ の 他 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 努 め る も

のとする。  

２  国 及 び 地 方 公 共 団 体 は 、 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図 る た め 、 資 金 の 融 通

又はあっせ ん、資料の 提供その他 の措置を講 ずるよう努 めるものと する。 
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３  国 及 び 地 方 公 共 団 体 は 、 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 国 民 の 理 解 と 協

力 を 得 る た め 、 建 築 物 の 地 震 に 対 す る 安 全 性 の 向 上 に 関 す る 啓 発 及 び 知 識 の 普 及 に 努 め る

ものとする 。 

４  国 民 は 、 建 築 物 の 地 震 に 対 す る 安 全 性 を 確 保 す る と と も に 、 そ の 向 上 を 図 る よ う 努 め る

ものとする 。 

 

   第 二 章  基 本 方針 及 び 都 道府 県 耐 震 改修 促 進 計 画等 

 

（基本方針 ） 

第 四 条  国 土 交 通 大 臣 は 、 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図 る た め の 基 本 的 な 方 針

（以下「基 本方針」と いう。）を 定めなけれ ばならない 。 

２ 基本方 針において は、次に掲 げる事項を 定めるもの とする。  

一 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の促進に 関する基本 的な事項  

二 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の実施に 関する目標 の設定に関 する事項  

三 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の実施に ついて技術 上の指針と なるべき事 項 

四  建 築 物 の 地 震 に 対 す る 安 全 性 の 向 上 に 関 す る 啓 発 及 び 知 識 の 普 及 に 関 す る 基 本 的 な 事

項 

五  次 条 第 一 項 に 規 定 す る 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 の 策 定 に 関 す る 基 本 的 な 事 項 そ の 他

建築物の耐 震診断及び 耐震改修の 促進に関す る重要事項  

３  国 土 交 通 大 臣 は 、 基 本 方 針 を 定 め 、 又 は こ れ を 変 更 し た と き は 、 遅 滞 な く 、 こ れ を 公 表

しなければ ならない。  

（都道府県 耐震改修促 進計画）  

第 五 条  都 道 府 県 は 、 基 本 方 針 に 基 づ き 、 当 該 都 道 府 県 の 区 域 内 の 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐

震改修の促 進を図るた めの計画（以 下「都道府県 耐震改修促 進計画」とい う。）を定め るも

のとする。  

２ 都道府 県耐震改修 促進計画に おいては、 次に掲げる 事項を定め るものとす る。 

一 当該都 道府県の区 域内の建築 物の耐震診 断及び耐震 改修の実施 に関する目 標 

二  当 該 都 道 府 県 の 区 域 内 の 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図 る た め の 施 策 に 関

する事項  

三 建築物 の地震に対 する安全性 の向上に関 する啓発及 び知識の普 及に関する 事項 

四  建 築 基 準 法 第 十 条 第 一 項 か ら 第 三 項 ま で の 規 定 に よ る 勧 告 又 は 命 令 そ の 他 建 築 物 の 地

震 に 対 す る 安 全 性 を 確 保 し 、 又 は そ の 向 上 を 図 る た め の 措 置 の 実 施 に つ い て の 所 管 行 政

庁との連携 に関する事 項 

五  そ の 他 当 該 都 道 府 県 の 区 域 内 の 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 し 必 要 な 事

項 

３  都 道 府 県 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に は 、 前 項 第 二 号 に 掲 げ る 事 項 に 、 当 該 各 号 に 定 め

る事項を記 載すること ができる。  
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一  病 院 、 官 公 署 そ の 他 大 規 模 な 地 震 が 発 生 し た 場 合 に お い て そ の 利 用 を 確 保 す る こ と が

公 益 上 必 要 な 建 築 物 で 政 令 で 定 め る も の で あ っ て 、 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 （ 地 震 に 対 す

る 安 全 性 に 係 る 建 築 基 準 法 又 は こ れ に 基 づ く 命 令 若 し く は 条 例 の 規 定 （ 以 下 「 耐 震 関 係

規 定 」 と い う 。 ） に 適 合 し な い 建 築 物 で 同 法 第 三 条 第 二 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け て い る も

の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） で あ る も の （ そ の 地 震 に 対 す る 安 全 性 が 明 ら か で な い も の と し

て政令で定 める建築物（以下「耐震 不明建築物 」という。）に限る。）に ついて、耐 震診

断 を 行 わ せ 、 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図 る こ と が 必 要 と 認 め ら れ る 場 合  当 該 建 築 物 に 関

する事項及 び当該建築 物に係る耐 震診断の結 果の報告の 期限に関す る事項 

二  建 築 物 が 地 震 に よ っ て 倒 壊 し た 場 合 に お い て そ の 敷 地 に 接 す る 道 路 （ 相 当 数 の 建 築 物

が 集 合 し 、 又 は 集 合 す る こ と が 確 実 と 見 込 ま れ る 地 域 を 通 過 す る 道 路 そ の 他 国 土 交 通 省

令 で 定 め る 道 路 （ 以 下 「 建 築 物 集 合 地 域 通 過 道 路 等 」 と い う 。 ） に 限 る 。 ） の 通 行 を 妨

げ、市町村の 区域を越え る相当多数 の者の円滑 な避難を困 難とするこ とを防止す るため、

当 該 道 路 に そ の 敷 地 が 接 す る 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 （ 地 震 に よ っ て 倒 壊 し た 場

合 に お い て そ の 敷 地 に 接 す る 道 路 の 通 行 を 妨 げ 、 多 数 の 者 の 円 滑 な 避 難 を 困 難 と す る お

それがある ものとして 政令で定め る建築物（第 十四条第三 号において「 通行障害建 築物」

という。）で あって既存 耐震不適格 建築物であ るものをい う。以下同じ 。）につ いて 、耐

震 診 断 を 行 わ せ 、 又 は そ の 促 進 を 図 り 、 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図 る こ と が 必 要 と 認 め ら

れ る 場 合  当 該 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 敷 地 に 接 す る 道 路 に 関 す る 事 項 及 び 当

該 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 （ 耐 震 不 明 建 築 物 で あ る も の に 限 る 。 ） に 係 る 耐 震 診

断の結果の 報告の期限 に関する事 項 

三  建 築 物 が 地 震 に よ っ て 倒 壊 し た 場 合 に お い て そ の 敷 地 に 接 す る 道 路 （ 建 築 物 集 合 地 域

通 過 道 路 等 を 除 く 。 ） の 通 行 を 妨 げ 、 市 町 村 の 区 域 を 越 え る 相 当 多 数 の 者 の 円 滑 な 避 難

を 困 難 と す る こ と を 防 止 す る た め 、 当 該 道 路 に そ の 敷 地 が 接 す る 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適

格 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図 る こ と が 必 要 と 認 め ら れ る 場 合  当 該 通 行

障害既存耐 震不適格建 築物の敷地 に接する道 路に関する 事項 

四  特 定 優 良 賃 貸 住 宅 の 供 給 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 五 年 法 律 第 五 十 二 号 。 以 下 「 特 定

優 良 賃 貸 住 宅 法 」 と い う 。 ） 第 三 条 第 四 号 に 規 定 す る 資 格 を 有 す る 入 居 者 を そ の 全 部 又

は 一 部 に つ い て 確 保 す る こ と が で き な い 特 定 優 良 賃 貸 住 宅 （ 特 定 優 良 賃 貸 住 宅 法 第 六 条

に 規 定 す る 特 定 優 良 賃 貸 住 宅 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 活 用 し 、 第 十 九 条 に 規 定 す る 計 画

認 定 建 築 物 で あ る 住 宅 の 耐 震 改 修 の 実 施 に 伴 い 仮 住 居 を 必 要 と す る 者 （ 特 定 優 良 賃 貸 住

宅法第三条 第四号に規 定する資格 を有する者 を除く。以下「特定入居者 」という。）に対

す る 仮 住 居 を 提 供 す る こ と が 必 要 と 認 め ら れ る 場 合  特 定 優 良 賃 貸 住 宅 の 特 定 入 居 者 に

対する賃貸 に関する事 項 

五  前 項 第 一 号 の 目 標 を 達 成 す る た め 、 当 該 都 道 府 県 の 区 域 内 に お い て 独 立 行 政 法 人 都 市

再生機構（ 以下「機構 」という。）又 は地方住宅 供給公社（ 以下「公社 」という。）に よ

る 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 実 施 が 必 要 と 認 め ら れ る 場 合  機 構 又 は 公 社 に よ る

建築物の耐 震診断及び 耐震改修の 実施に関す る事項 
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４  都 道 府 県 は 、 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 前 項 第 一 号 に 定 め る 事 項 を 記 載 し よ う と す る

と き は 、 当 該 事 項 に つ い て 、 あ ら か じ め 、 当 該 建 築 物 の 所 有 者 （ 所 有 者 以 外 に 権 原 に 基 づ

き そ の 建 築 物 を 使 用 す る 者 が あ る と き は 、 そ の 者 及 び 所 有 者 ） の 意 見 を 聴 か な け れ ば な ら

ない。 

５  都 道 府 県 は 、 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 第 三 項 第 五 号 に 定 め る 事 項 を 記 載 し よ う と す

る と き は 、 当 該 事 項 に つ い て 、 あ ら か じ め 、 機 構 又 は 当 該 公 社 の 同 意 を 得 な け れ ば な ら な

い。 

６  都 道 府 県 は 、 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 を 定 め た と き は 、 遅 滞 な く 、 こ れ を 公 表 す る と

ともに、当 該都道府県 の区域内の 市町村にそ の写しを送 付しなけれ ばならない 。 

７ 第三項 から前項ま での規定は 、都道府県 耐震改修促 進計画の変 更について 準用する。  

（市町村耐 震改修促進 計画） 

第 六 条  市 町 村 は 、 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 基 づ き 、 当 該 市 町 村 の 区 域 内 の 建 築 物 の 耐

震診断及び 耐震改修の 促進を図る ための計画（ 以下「市町村 耐震改修促 進計画」とい う。）

を定めるよ う努めるも のとする。  

２ 市町村 耐震改修促 進計画にお いては、お おむね次に 掲げる事項 を定めるも のとする。  

一 当該市 町村の区域 内の建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の実施に 関する目標  

二  当 該 市 町 村 の 区 域 内 の 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図 る た め の 施 策 に 関 す

る事項 

三 建築物 の地震に対 する安全性 の向上に関 する啓発及 び知識の普 及に関する 事項 

四  建 築 基 準 法 第 十 条 第 一 項 か ら 第 三 項 ま で の 規 定 に よ る 勧 告 又 は 命 令 そ の 他 建 築 物 の 地

震 に 対 す る 安 全 性 を 確 保 し 、 又 は そ の 向 上 を 図 る た め の 措 置 の 実 施 に つ い て の 所 管 行 政

庁との連携 に関する事 項 

五 その他 当該市町村 の区域内の 建築物の耐 震診断及び 耐震改修の 促進に関し 必要な事項  

３  市 町 村 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に は 、 前 項 第 二 号 に 掲 げ る 事 項 に 、 当 該 各 号 に 定 め る

事項を記載 することが できる。  

一  建 築 物 が 地 震 に よ っ て 倒 壊 し た 場 合 に お い て そ の 敷 地 に 接 す る 道 路 （ 建 築 物 集 合 地 域

通 過 道 路 等 に 限 る 。 ） の 通 行 を 妨 げ 、 当 該 市 町 村 の 区 域 に お け る 多 数 の 者 の 円 滑 な 避 難

を 困 難 と す る こ と を 防 止 す る た め 、 当 該 道 路 に そ の 敷 地 が 接 す る 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適

格 建 築 物 に つ い て 、 耐 震 診 断 を 行 わ せ 、 又 は そ の 促 進 を 図 り 、 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図

る こ と が 必 要 と 認 め ら れ る 場 合  当 該 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 敷 地 に 接 す る 道

路 に 関 す る 事 項 及 び 当 該 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 （ 耐 震 不 明 建 築 物 で あ る も の に

限る。）に 係る耐震診 断の結果の 報告の期限 に関する事 項 

二  建 築 物 が 地 震 に よ っ て 倒 壊 し た 場 合 に お い て そ の 敷 地 に 接 す る 道 路 （ 建 築 物 集 合 地 域

通 過 道 路 等 を 除 く 。 ） の 通 行 を 妨 げ 、 当 該 市 町 村 の 区 域 に お け る 多 数 の 者 の 円 滑 な 避 難

を 困 難 と す る こ と を 防 止 す る た め 、 当 該 道 路 に そ の 敷 地 が 接 す る 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適

格 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図 る こ と が 必 要 と 認 め ら れ る 場 合  当 該 通 行

障害既存耐 震不適格建 築物の敷地 に接する道 路に関する 事項 
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４  市 町 村 は 、 市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 を 定 め た と き は 、 遅 滞 な く 、 こ れ を 公 表 し な け れ ば

ならない。  

５ 前二項 の規定は、 市町村耐震 改修促進計 画の変更に ついて準用 する。 

 

   第 三 章  建 築 物の 所 有 者 が講 ず べ き 措置 

 

（要安全確 認計画記載 建築物の所 有者の耐震 診断の義務 ） 

第七条 次 に掲げる建 築物（以下「要安全確認 計画記載建 築物」という 。）の所有者は、当該

要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 に つ い て 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 耐 震 診 断 を 行

い 、 そ の 結 果 を 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 建 築 物 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る 期 限

までに所管 行政庁に報 告しなけれ ばならない 。 

一  第 五 条 第 三 項 第 一 号 の 規 定 に よ り 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 記 載 さ れ た 建 築 物  同

号の規定に より都道府 県耐震改修 促進計画に 記載された 期限 

二  そ の 敷 地 が 第 五 条 第 三 項 第 二 号 の 規 定 に よ り 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 記 載 さ れ た

道路に接す る通行障害 既存耐震不 適格建築物（ 耐震不明建 築物である ものに限る。） 同

号の規定に より都道府 県耐震改修 促進計画に 記載された 期限 

三 その敷 地が前条第 三項第一号 の規定によ り市町村耐 震改修促進 計画に記載 された道路

に接する通 行障害既存 耐震不適格 建築物（耐 震不明建築 物であるも のに限り、 前号に掲

げる建築物 であるもの を除く。）  同項第一 号の規定に より市町村 耐震改修促 進計画に

記載された 期限 

（要安全確 認計画記載 建築物に係 る報告命令 等） 

第八条 所 管行政庁は、要安全確認 計画記載建 築物の所有 者が前条の 規定による 報告をせず、

又は虚偽の 報告をした ときは、当該 所有者に対 し、相当の期 限を定めて、その報告を 行い、

又はその報 告の内容を 是正すべき ことを命ず ることがで きる。 

２  所 管 行 政 庁 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 命 令 を し た と き は 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ

り、その旨 を公表しな ければなら ない。 

３  所 管 行 政 庁 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ り 報 告 を 命 じ よ う と す る 場 合 に お い て 、 過 失 が な く て

当 該 報 告 を 命 ず べ き 者 を 確 知 す る こ と が で き ず 、 か つ 、 こ れ を 放 置 す る こ と が 著 し く 公 益

に 反 す る と 認 め ら れ る と き は 、 そ の 者 の 負 担 に お い て 、 耐 震 診 断 を 自 ら 行 い 、 又 は そ の 命

じ た 者 若 し く は 委 任 し た 者 に 行 わ せ る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て は 、 相 当 の 期 限 を

定 め て 、 当 該 報 告 を す べ き 旨 及 び そ の 期 限 ま で に 当 該 報 告 を し な い と き は 、 所 管 行 政 庁 又

は そ の 命 じ た 者 若 し く は 委 任 し た 者 が 耐 震 診 断 を 行 う べ き 旨 を 、 あ ら か じ め 、 公 告 し な け

ればならな い。 

（耐震診断 の結果の公 表） 

第 九 条  所 管 行 政 庁 は 、 第 七 条 の 規 定 に よ る 報 告 を 受 け た と き は 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と

こ ろ に よ り 、 当 該 報 告 の 内 容 を 公 表 し な け れ ば な ら な い 。 前 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 耐 震 診

断を行い、 又は行わせ たときも、 同様とする 。 
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（通行障害 既存耐震不 適格建築物 の耐震診断 に要する費 用の負担）  

第 十 条  都 道 府 県 は 、 第 七 条 第 二 号 に 掲 げ る 建 築 物 の 所 有 者 か ら 申 請 が あ っ た と き は 、 国 土

交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 同 条 の 規 定 に よ り 行 わ れ た 耐 震 診 断 の 実 施 に 要 す る 費 用

を負担しな ければなら ない。 

２  市 町 村 は 、 第 七 条 第 三 号 に 掲 げ る 建 築 物 の 所 有 者 か ら 申 請 が あ っ た と き は 、 国 土 交 通 省

令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 同 条 の 規 定 に よ り 行 わ れ た 耐 震 診 断 の 実 施 に 要 す る 費 用 を 負 担

しなければ ならない。  

（要安全確 認計画記載 建築物の所 有者の耐震 改修の努力 ） 

第 十 一 条  要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 所 有 者 は 、 耐 震 診 断 の 結 果 、 地 震 に 対 す る 安 全 性 の

向 上 を 図 る 必 要 が あ る と 認 め ら れ る と き は 、 当 該 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 に つ い て 耐 震

改修を行う よう努めな ければなら ない。 

（要安全確 認計画記載 建築物の耐 震改修に係 る指導及び 助言並びに 指示等）  

第 十 二 条  所 管 行 政 庁 は 、 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 適 確 な 実 施 を 確 保 す る た

め 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 所 有 者 に 対 し 、 基 本 方 針 の う

ち第四条第 二項第三号 の技術上の 指針となる べき事項（以 下「技術指針 事項」という 。）を

勘 案 し て 、 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 耐 震 改 修 に つ い て 必 要 な 指 導 及 び 助 言 を す る こ と

ができる。  

２  所 管 行 政 庁 は 、 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 に つ い て 必 要 な 耐 震 改 修 が 行 わ れ て い な い と

認 め る と き は 、 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 所 有 者 に 対 し 、 技 術 指 針 事 項 を 勘 案 し て 、 必

要な指示を することが できる。  

３  所 管 行 政 庁 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 指 示 を 受 け た 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 所 有 者 が 、

正当な理由 がなく、そ の指示に従 わなかった ときは、そ の旨を公表 することが できる。  

（要安全確 認計画記載 建築物に係 る報告、検 査等） 

第 十 三 条  所 管 行 政 庁 は 、 第 八 条 第 一 項 並 び に 前 条 第 二 項 及 び 第 三 項 の 規 定 の 施 行 に 必 要 な

限 度 に お い て 、 政 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 所 有 者 に 対 し 、

要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 地 震 に 対 す る 安 全 性 に 係 る 事 項 （ 第 七 条 の 規 定 に よ る 報 告 の

対象となる 事項を除く。）に関し報告 させ、又はそ の職員に、要 安全確認計 画記載建築 物、

要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 敷 地 若 し く は 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 工 事 現 場 に 立 ち 入

り、要安全確 認計画記載 建築物、要安 全確認計画 記載建築物 の敷地、建築 設備、建築材 料、

書 類 そ の 他 の 物 件 を 検 査 さ せ る こ と が で き る 。 た だ し 、 住 居 に 立 ち 入 る 場 合 に お い て は 、

あらかじめ 、その居住 者の承諾を 得なければ ならない。  

２  前 項 の 規 定 に よ り 立 入 検 査 を す る 職 員 は 、 そ の 身 分 を 示 す 証 明 書 を 携 帯 し 、 関 係 者 に 提

示しなけれ ばならない 。 

３  第 一 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査 の 権 限 は 、 犯 罪 捜 査 の た め に 認 め ら れ た も の と 解 釈 し て は

ならない。  

（特定既存 耐震不適格 建築物の所 有者の努力 ） 

第 十 四 条  次 に 掲 げ る 建 築 物 で あ っ て 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 で あ る も の （ 要 安 全 確 認 計 画 記
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載建築物で あるものを 除く。以下「特定既存耐 震不適格建 築物」という。）の所有者は、当

該 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 に つ い て 耐 震 診 断 を 行 い 、 そ の 結 果 、 地 震 に 対 す る 安 全 性 の

向 上 を 図 る 必 要 が あ る と 認 め ら れ る と き は 、 当 該 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 に つ い て 耐 震

改修を行う よう努めな ければなら ない。 

一 学校、体育館、病 院、劇場、観 覧場、集会 場、展示場、百貨店、事 務所、老人 ホームその

他多数の者 が利用する 建築物で政 令で定める ものであっ て政令で定 める規模以 上のもの  

二  火 薬 類 、 石 油 類 そ の 他 政 令 で 定 め る 危 険 物 で あ っ て 政 令 で 定 め る 数 量 以 上 の も の の 貯 蔵

場又は処理 場の用途に 供する建築 物 

三  そ の 敷 地 が 第 五 条 第 三 項 第 二 号 若 し く は 第 三 号 の 規 定 に よ り 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画

に 記 載 さ れ た 道 路 又 は 第 六 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 記 載 さ れ た 道

路に接する 通行障害建 築物 

（特定既存 耐震不適格 建築物に係 る指導及び 助言並びに 指示等）  

第 十 五 条  所 管 行 政 庁 は 、 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 適 確 な 実 施

を 確 保 す る た め 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 所 有 者 に 対 し 、

技 術 指 針 事 項 を 勘 案 し て 、 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 に つ い て 必

要な指導及 び助言をす ることがで きる。 

２  所 管 行 政 庁 は 、 次 に 掲 げ る 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 （ 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で に 掲 げ る

特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 に あ っ て は 、 地 震 に 対 す る 安 全 性 の 向 上 を 図 る こ と が 特 に 必 要

な も の と し て 政 令 で 定 め る も の で あ っ て 政 令 で 定 め る 規 模 以 上 の も の に 限 る 。 ） に つ い て

必 要 な 耐 震 診 断 又 は 耐 震 改 修 が 行 わ れ て い な い と 認 め る と き は 、 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築

物の所有者 に対し、技 術指針事項 を勘案して 、必要な指 示をするこ とができる 。 

一 病院、劇 場、観覧場、集会場、展示 場、百貨店そ の他不特定 かつ多数の 者が利用す る特

定既存耐震 不適格建築 物 

二  小 学 校 、 老 人 ホ ー ム そ の 他 地 震 の 際 の 避 難 確 保 上 特 に 配 慮 を 要 す る 者 が 主 と し て 利 用

する特定既 存耐震不適 格建築物  

三 前条第 二号に掲げ る建築物で ある特定既 存耐震不適 格建築物  

四 前条第 三号に掲げ る建築物で ある特定既 存耐震不適 格建築物  

３  所 管 行 政 庁 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 指 示 を 受 け た 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 所 有 者 が 、

正当な理由 がなく、そ の指示に従 わなかった ときは、そ の旨を公表 することが できる。  

４ 所管行 政庁は、前二 項の規定の 施行に必要 な限度にお いて、政令で 定めるとこ ろにより、

特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 所 有 者 に 対 し 、 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 地 震 に 対 す る 安

全 性 に 係 る 事 項 に 関 し 報 告 さ せ 、 又 は そ の 職 員 に 、 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 、 特 定 既 存

耐 震 不 適 格 建 築 物 の 敷 地 若 し く は 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 工 事 現 場 に 立 ち 入 り 、 特 定

既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 、 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 敷 地 、 建 築 設 備 、 建 築 材 料 、 書 類 そ

の他の物件 を検査させ ることがで きる。 

５  第 十 三 条 第 一 項 た だ し 書 、 第 二 項 及 び 第 三 項 の 規 定 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査 に つ

いて準用す る。 
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（一定の既 存耐震不適 格建築物の 所有者の努 力等） 

第 十 六 条  要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 及 び 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 以 外 の 既 存 耐 震 不 適 格

建 築 物 の 所 有 者 は 、 当 該 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 に つ い て 耐 震 診 断 を 行 い 、 必 要 に 応 じ 、 当

該既存耐震 不適格建築 物について 耐震改修を 行うよう努 めなければ ならない。  

２  所 管 行 政 庁 は 、 前 項 の 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 適 確 な 実 施 を 確

保 す る た め 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 当 該 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 所 有 者 に 対 し 、 技 術

指 針 事 項 を 勘 案 し て 、 当 該 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 に つ い て 必 要 な

指導及び助 言をするこ とができる 。 

 

   第 四 章  建 築 物の 耐 震 改 修の 計 画 の 認定 

 

（計画の認 定） 

第 十 七 条  建 築 物 の 耐 震 改 修 を し よ う と す る 者 は 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 建

築物の耐震 改修の計画 を作成し、 所管行政庁 の認定を申 請すること ができる。  

２ 前項の 計画には、 次に掲げる 事項を記載 しなければ ならない。  

一 建築物 の位置 

二 建築物 の階数、延 べ面積、構 造方法及び 用途 

三 建築物 の耐震改修 の事業の内 容 

四 建築物 の耐震改修 の事業に関 する資金計 画 

五 その他 国土交通省 令で定める 事項 

３  所 管 行 政 庁 は 、 第 一 項 の 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 計 画 が 次 に 掲

げ る 基 準 に 適 合 す る と 認 め る と き は 、 そ の 旨 の 認 定 （ 以 下 こ の 章 に お い て 「 計 画 の 認 定 」

という。） をすること ができる。  

一  建 築 物 の 耐 震 改 修 の 事 業 の 内 容 が 耐 震 関 係 規 定 又 は 地 震 に 対 す る 安 全 上 こ れ に 準 ず る

ものとして 国土交通大 臣が定める 基準に適合 しているこ と。 

二  前 項 第 四 号 の 資 金 計 画 が 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 事 業 を 確 実 に 遂 行 す る た め 適 切 な も の で

あること。  

三  第 一 項 の 申 請 に 係 る 建 築 物 、 建 築 物 の 敷 地 又 は 建 築 物 若 し く は そ の 敷 地 の 部 分 が 耐 震

関 係 規 定 及 び 耐 震 関 係 規 定 以 外 の 建 築 基 準 法 又 は こ れ に 基 づ く 命 令 若 し く は 条 例 の 規 定

に 適 合 せ ず 、 か つ 、 同 法 第 三 条 第 二 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け て い る も の で あ る 場 合 に お い

て 、 当 該 建 築 物 又 は 建 築 物 の 部 分 の 増 築 、 改 築 、 大 規 模 の 修 繕 （ 同 法 第 二 条 第 十 四 号 に

規 定 す る 大 規 模 の 修 繕 を い う 。 ） 又 は 大 規 模 の 模 様 替 （ 同 条 第 十 五 号 に 規 定 す る 大 規 模

の模様替を いう。）をし ようとする ものであり、かつ、当該工 事後も、引き 続き、当該建

築 物 、 建 築 物 の 敷 地 又 は 建 築 物 若 し く は そ の 敷 地 の 部 分 が 耐 震 関 係 規 定 以 外 の 同 法 又 は

こ れ に 基 づ く 命 令 若 し く は 条 例 の 規 定 に 適 合 し な い こ と と な る も の で あ る と き は 、 前 二

号に掲げる 基準のほか 、次に掲げ る基準に適 合している こと。 

イ  当 該 工 事 が 地 震 に 対 す る 安 全 性 の 向 上 を 図 る た め 必 要 と 認 め ら れ る も の で あ り 、 か
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つ 、 当 該 工 事 後 も 、 引 き 続 き 、 当 該 建 築 物 、 建 築 物 の 敷 地 又 は 建 築 物 若 し く は そ の 敷

地 の 部 分 が 耐 震 関 係 規 定 以 外 の 建 築 基 準 法 又 は こ れ に 基 づ く 命 令 若 し く は 条 例 の 規 定

に適合しな いこととな ることがや むを得ない と認められ るものであ ること。  

ロ  工 事 の 計 画 （ 二 以 上 の 工 事 に 分 け て 耐 震 改 修 の 工 事 を 行 う 場 合 に あ っ て は 、 そ れ ぞ

れ の 工 事 の 計 画 。 第 五 号 ロ 及 び 第 六 号 ロ に お い て 同 じ 。 ） に 係 る 建 築 物 及 び 建 築 物 の

敷 地 に つ い て 、 交 通 上 の 支 障 の 度 、 安 全 上 、 防 火 上 及 び 避 難 上 の 危 険 の 度 並 び に 衛 生

上及び市街 地の環境の 保全上の有 害の度が高 くならない ものである こと。 

四  第 一 項 の 申 請 に 係 る 建 築 物 が 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 で あ る 耐 火 建 築 物 （ 建 築 基 準 法 第

二 条 第 九 号 の 二 に 規 定 す る 耐 火 建 築 物 を い う 。 ） で あ る 場 合 に お い て 、 当 該 建 築 物 に つ

い て 柱 若 し く は 壁 を 設 け 、 又 は 柱 若 し く は は り の 模 様 替 を す る こ と に よ り 当 該 建 築 物 が

同 法 第 二 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に 適 合 し な い こ と と な る も の で あ る と き は 、 第 一 号 及 び 第

二号に掲げ る基準のほ か、次に掲 げる基準に 適合してい ること。  

イ  当 該 工 事 が 地 震 に 対 す る 安 全 性 の 向 上 を 図 る た め 必 要 と 認 め ら れ る も の で あ り 、 か

つ 、 当 該 工 事 に よ り 、 当 該 建 築 物 が 建 築 基 準 法 第 二 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に 適 合 し な い

こととなる ことがやむ を得ないと 認められる ものである こと。 

ロ  次 に 掲 げ る 基 準 に 適 合 し 、 防 火 上 及 び 避 難 上 支 障 が な い と 認 め ら れ る も の で あ る こ

と。 

(1) 工事の 計画に 係る 柱、壁 又は はりの 構造 が国土 交通 省令で 定め る防火 上の 基準に

適合してい ること。  

(2) 工事の 計画に 係る 柱、壁 又は はりに 係る 火災が 発生 した場 合の 通報の 方法 が国土

交通省令で 定める防火 上の基準に 適合してい ること。  

五  第 一 項 の 申 請 に 係 る 建 築 物 が 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 で あ る 場 合 に お い て 、 当 該 建 築 物

に つ い て 増 築 を す る こ と に よ り 当 該 建 築 物 が 建 築 物 の 容 積 率 （ 延 べ 面 積 の 敷 地 面 積 に 対

す る 割 合 を い う 。 ） に 係 る 建 築 基 準 法 又 は こ れ に 基 づ く 命 令 若 し く は 条 例 の 規 定 （ イ 及

び 第 八 項 に お い て 「 容 積 率 関 係 規 定 」 と い う 。 ） に 適 合 し な い こ と と な る も の で あ る と

きは、第一 号及び第二 号に掲げる 基準のほか 、次に掲げ る基準に適 合している こと。 

イ  当 該 工 事 が 地 震 に 対 す る 安 全 性 の 向 上 を 図 る た め 必 要 と 認 め ら れ る も の で あ り 、 か

つ 、 当 該 工 事 に よ り 、 当 該 建 築 物 が 容 積 率 関 係 規 定 に 適 合 し な い こ と と な る こ と が や

むを得ない と認められ るものであ ること。  

ロ  工 事 の 計 画 に 係 る 建 築 物 に つ い て 、 交 通 上 、 安 全 上 、 防 火 上 及 び 衛 生 上 支 障 が な い

と認められ るものであ ること。  

六  第 一 項 の 申 請 に 係 る 建 築 物 が 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 で あ る 場 合 に お い て 、 当 該 建 築 物

に つ い て 増 築 を す る こ と に よ り 当 該 建 築 物 が 建 築 物 の 建 蔽 率 （ 建 築 面 積 の 敷 地 面 積 に 対

す る 割 合 を い う 。 ） に 係 る 建 築 基 準 法 又 は こ れ に 基 づ く 命 令 若 し く は 条 例 の 規 定 （ イ 及

び 第 九 項 に お い て 「 建 蔽 率 関 係 規 定 」 と い う 。 ） に 適 合 し な い こ と と な る も の で あ る と

きは、第一 号及び第二 号に掲げる 基準のほか 、次に掲げ る基準に適 合している こと。 

イ  当 該 工 事 が 地 震 に 対 す る 安 全 性 の 向 上 を 図 る た め 必 要 と 認 め ら れ る も の で あ り 、 か
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つ 、 当 該 工 事 に よ り 、 当 該 建 築 物 が 建 蔽 率 関 係 規 定 に 適 合 し な い こ と と な る こ と が や

むを得ない と認められ るものであ ること。  

ロ  工 事 の 計 画 に 係 る 建 築 物 に つ い て 、 交 通 上 、 安 全 上 、 防 火 上 及 び 衛 生 上 支 障 が な い

と認められ るものであ ること。  

４  第 一 項 の 申 請 に 係 る 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 計 画 が 建 築 基 準 法 第 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 確

認 又 は 同 法 第 十 八 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 通 知 を 要 す る も の で あ る 場 合 に お い て 、 計 画 の 認

定 を し よ う と す る と き は 、 所 管 行 政 庁 は 、 あ ら か じ め 、 建 築 主 事 の 同 意 を 得 な け れ ば な ら

ない。 

５ 建築基 準法第九十 三条の規定 は所管行政 庁が同法第 六条第一項 の規定によ る確認又は 同

法第十八条 第二項の規 定による通 知を要する 建築物の耐 震改修の計 画について 計画の認定

をしようと する場合に ついて、同 法第九十三 条の二の規 定は所管行 政庁が同法 第六条第一

項の規定に よる確認を 要する建築 物の耐震改 修の計画に ついて計画 の認定をし ようとする

場合につい て準用する 。 

６  所 管 行 政 庁 が 計 画 の 認 定 を し た と き は 、 次 に 掲 げ る 建 築 物 、 建 築 物 の 敷 地 又 は 建 築 物 若

しくはその 敷地の部分（以下この項 において「建築物等」という。）については、建築基 準

法第三条第 三項第三号 及び第四号 の規定にか かわらず、 同条第二項 の規定を適 用する。  

一  耐 震 関 係 規 定 に 適 合 せ ず 、 か つ 、 建 築 基 準 法 第 三 条 第 二 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け て い る

建 築 物 等 で あ っ て 、 第 三 項 第 一 号 の 国 土 交 通 大 臣 が 定 め る 基 準 に 適 合 し て い る も の と し

て計画の認 定を受けた もの 

二 計画の 認定に係る 第三項第三 号の建築物 等 

７  所 管 行 政 庁 が 計 画 の 認 定 を し た と き は 、 計 画 の 認 定 に 係 る 第 三 項 第 四 号 の 建 築 物 に つ い

ては、建築 基準法第二 十七条第二 項の規定は 、適用しな い。 

８  所 管 行 政 庁 が 計 画 の 認 定 を し た と き は 、 計 画 の 認 定 に 係 る 第 三 項 第 五 号 の 建 築 物 に つ い

ては、容積 率関係規定 は、適用し ない。 

９  所 管 行 政 庁 が 計 画 の 認 定 を し た と き は 、 計 画 の 認 定 に 係 る 第 三 項 第 六 号 の 建 築 物 に つ い

ては、建蔽 率関係規定 は、適用し ない。 

10 第 一 項 の 申 請 に 係 る 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 計 画 が 建 築 基 準 法 第 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る

確 認 又 は 同 法 第 十 八 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 通 知 を 要 す る も の で あ る 場 合 に お い て 、 所 管 行

政 庁 が 計 画 の 認 定 を し た と き は 、 同 法 第 六 条 第 一 項 又 は 第 十 八 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 確 認

済 証 の 交 付 が あ っ た も の と み な す 。 こ の 場 合 に お い て 、 所 管 行 政 庁 は 、 そ の 旨 を 建 築 主 事

に通知する ものとする 。 

（計画の変 更） 

第十八条 計画の認定 を受けた者（ 第二十八条 第一項及び 第三項を除 き、以下「 認 定事業者」

と い う 。 ） は 、 当 該 計 画 の 認 定 を 受 け た 計 画 の 変 更 （ 国 土 交 通 省 令 で 定 め る 軽 微 な 変 更 を

除く。）を しようとす るときは、 所管行政庁 の認定を受 けなければ ならない。  

２ 前条の 規定は、前 項の場合に ついて準用 する。 

（計画認定 建築物に係 る報告の徴 収） 
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第 十 九 条  所 管 行 政 庁 は 、 認 定 事 業 者 に 対 し 、 計 画 の 認 定 を 受 け た 計 画 （ 前 条 第 一 項 の 規 定

に よ る 変 更 の 認 定 が あ っ た と き は 、 そ の 変 更 後 の も の 。 次 条 に お い て 同 じ 。 ） に 係 る 建 築

物（以下「計 画認定建築 物」という。）の耐震改修 の状況につ いて報告を 求めること ができ

る。 

（改善命令 ） 

第 二 十 条  所 管 行 政 庁 は 、 認 定 事 業 者 が 計 画 の 認 定 を 受 け た 計 画 に 従 っ て 計 画 認 定 建 築 物 の

耐 震 改 修 を 行 っ て い な い と 認 め る と き は 、 当 該 認 定 事 業 者 に 対 し 、 相 当 の 期 限 を 定 め て 、

その改善に 必要な措置 をとるべき ことを命ず ることがで きる。 

（計画の認 定の取消し ） 

第 二 十 一 条  所 管 行 政 庁 は 、 認 定 事 業 者 が 前 条 の 規 定 に よ る 処 分 に 違 反 し た と き は 、 計 画 の

認定を取り 消すことが できる。  

 

   第 五 章  建 築 物の 地 震 に 対す る 安 全 性に 係 る 認 定等 

 

（建築物の 地震に対す る安全性に 係る認定）  

第 二 十 二 条  建 築 物 の 所 有 者 は 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 所 管 行 政 庁 に 対 し 、

当 該 建 築 物 に つ い て 地 震 に 対 す る 安 全 性 に 係 る 基 準 に 適 合 し て い る 旨 の 認 定 を 申 請 す る こ

とができる 。 

２  所 管 行 政 庁 は 、 前 項 の 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 当 該 申 請 に 係 る 建 築 物 が 耐 震 関 係 規

定 又 は 地 震 に 対 す る 安 全 上 こ れ に 準 ず る も の と し て 国 土 交 通 大 臣 が 定 め る 基 準 に 適 合 し て

いると認め るときは、 その旨の認 定をするこ とができる 。 

３  前 項 の 認 定 を 受 け た 者 は 、 同 項 の 認 定 を 受 け た 建 築 物 （ 以 下 「 基 準 適 合 認 定 建 築 物 」 と

い う 。 ） 、 そ の 敷 地 又 は そ の 利 用 に 関 す る 広 告 そ の 他 の 国 土 交 通 省 令 で 定 め る も の （ 次 項

において「広告等」という。）に、国土交通省令で 定めるとこ ろにより、当該基準適合 認定

建築物が前 項の認定を 受けている 旨の表示を 付すること ができる。  

４  何 人 も 、 前 項 の 規 定 に よ る 場 合 を 除 く ほ か 、 建 築 物 、 そ の 敷 地 又 は そ の 利 用 に 関 す る 広

告等に、同 項の表示又 はこれと紛 らわしい表 示を付して はならない 。 

（基準適合 認定建築物 に係る認定 の取消し）  

第 二 十 三 条  所 管 行 政 庁 は 、 基 準 適 合 認 定 建 築 物 が 前 条 第 二 項 の 基 準 に 適 合 し な く な っ た と

認めるとき は、同項の 認定を取り 消すことが できる。  

（基準適合 認定建築物 に係る報告 、検査等）  

第 二 十 四 条  所 管 行 政 庁 は 、 前 条 の 規 定 の 施 行 に 必 要 な 限 度 に お い て 、 政 令 で 定 め る と こ ろ

に よ り 、 第 二 十 二 条 第 二 項 の 認 定 を 受 け た 者 に 対 し 、 基 準 適 合 認 定 建 築 物 の 地 震 に 対 す る

安 全 性 に 係 る 事 項 に 関 し 報 告 さ せ 、 又 は そ の 職 員 に 、 基 準 適 合 認 定 建 築 物 、 基 準 適 合 認 定

建 築 物 の 敷 地 若 し く は 基 準 適 合 認 定 建 築 物 の 工 事 現 場 に 立 ち 入 り 、 基 準 適 合 認 定 建 築 物 、

基 準 適 合 認 定 建 築 物 の 敷 地 、 建 築 設 備 、 建 築 材 料 、 書 類 そ の 他 の 物 件 を 検 査 さ せ る こ と が

できる。  
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２  第 十 三 条 第 一 項 た だ し 書 、 第 二 項 及 び 第 三 項 の 規 定 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査 に つ

いて準用す る。 

 

   第 六 章  区 分 所有 建 築 物 の耐 震 改 修 の必 要 性 に 係る 認 定 等 

 

（区分所有 建築物の耐 震改修の必 要性に係る 認定） 

第 二 十 五 条  耐 震 診 断 が 行 わ れ た 区 分 所 有 建 築 物 （ 二 以 上 の 区 分 所 有 者 （ 建 物 の 区 分 所 有 等

に関する法 律（昭和三十 七年法律第 六十九号）第 二条第二項 に規定する 区分所有者 をいう。

以下同じ。）が存する建 築物をいう。以下同じ。）の管理者等（同法第二十 五条第一項 の規

定 に よ り 選 任 さ れ た 管 理 者 （ 管 理 者 が な い と き は 、 同 法 第 三 十 四 条 の 規 定 に よ る 集 会 に お

いて指定さ れた区分所 有者）又は同 法第四十九 条第一項の 規定により 置かれた理 事をいう。）

は 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 所 管 行 政 庁 に 対 し 、 当 該 区 分 所 有 建 築 物 に つ い

て耐震改修 を行う必要 がある旨の 認定を申請 することが できる。  

２  所 管 行 政 庁 は 、 前 項 の 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 当 該 申 請 に 係 る 区 分 所 有 建 築 物 が 地

震 に 対 す る 安 全 上 耐 震 関 係 規 定 に 準 ず る も の と し て 国 土 交 通 大 臣 が 定 め る 基 準 に 適 合 し て

いないと認 めるときは 、その旨の 認定をする ことができ る。 

３ 前項の 認定を受け た区分所有 建築物（以下「要耐震改修 認定建築物」という。）の 耐震改

修 が 建 物 の 区 分 所 有 等 に 関 す る 法 律 第 十 七 条 第 一 項 に 規 定 す る 共 用 部 分 の 変 更 に 該 当 す る

場 合 に お け る 同 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 区 分 所 有 者 及 び 議 決 権 の 各 四 分 の 三

以上の多数 による集会 の決議」とあ るのは「集会 の決議」とし 、同項ただし 書の規定は、適

用しない。  

（要耐震改 修認定建築 物の区分所 有者の耐震 改修の努力 ） 

第 二 十 六 条  要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 の 区 分 所 有 者 は 、 当 該 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 に つ い て 耐

震改修を行 うよう努め なければな らない。  

（要耐震改 修認定建築 物の耐震改 修に係る指 導及び助言 並びに指示 等） 

第 二 十 七 条  所 管 行 政 庁 は 、 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 の 区 分 所 有 者 に 対 し 、 技 術 指 針 事 項 を 勘

案 し て 、 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 の 耐 震 改 修 に つ い て 必 要 な 指 導 及 び 助 言 を す る こ と が で き

る。 

２  所 管 行 政 庁 は 、 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 に つ い て 必 要 な 耐 震 改 修 が 行 わ れ て い な い と 認 め

る と き は 、 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 の 区 分 所 有 者 に 対 し 、 技 術 指 針 事 項 を 勘 案 し て 、 必 要 な

指示をする ことができ る。 

３  所 管 行 政 庁 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 指 示 を 受 け た 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 の 区 分 所 有 者 が 、

正当な理由 がなく、そ の指示に従 わなかった ときは、そ の旨を公表 することが できる。  

４ 所管行 政庁は、前二 項の規定の 施行に必要 な限度にお いて、政令で 定めるとこ ろにより、

要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 の 区 分 所 有 者 に 対 し 、 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 の 地 震 に 対 す る 安 全 性

に 係 る 事 項 に 関 し 報 告 さ せ 、 又 は そ の 職 員 に 、 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 、 要 耐 震 改 修 認 定 建

築物の敷地 若しくは要 耐震改修認 定建築物の 工事現場に 立ち入り、要 耐震改修認 定建築物、
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要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 の 敷 地 、 建 築 設 備 、 建 築 材 料 、 書 類 そ の 他 の 物 件 を 検 査 さ せ る こ と

ができる。  

５  第 十 三 条 第 一 項 た だ し 書 、 第 二 項 及 び 第 三 項 の 規 定 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査 に つ

いて準用す る。 

 

   第 七 章  建 築 物の 耐 震 改 修に 係 る 特 例 

 

（特定優良 賃貸住宅の 入居者の資 格に係る認 定の基準の 特例） 

第 二 十 八 条  第 五 条 第 三 項 第 四 号 の 規 定 に よ り 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 特 定 優 良 賃 貸 住

宅 の 特 定 入 居 者 に 対 す る 賃 貸 に 関 す る 事 項 を 記 載 し た 都 道 府 県 の 区 域 内 に お い て 、 特 定 優

良 賃 貸 住 宅 法 第 五 条 第 一 項 に 規 定 す る 認 定 事 業 者 は 、 特 定 優 良 賃 貸 住 宅 の 全 部 又 は 一 部 に

つ い て 特 定 優 良 賃 貸 住 宅 法 第 三 条 第 四 号 に 規 定 す る 資 格 を 有 す る 入 居 者 を 国 土 交 通 省 令 で

定める期間 以上確保す ることがで きないとき は、特定優良 賃貸住宅法 の規定にか かわらず、

都道府県知 事（市の区域 内にあって は、当該市の 長。第三項に おいて同じ。）の承認を受 け

て、その全 部又は一部 を特定入居 者に賃貸す ることがで きる。 

２  前 項 の 規 定 に よ り 特 定 優 良 賃 貸 住 宅 の 全 部 又 は 一 部 を 賃 貸 す る 場 合 に お い て は 、 当 該 賃

貸 借 を 、 借 地 借 家 法 （ 平 成 三 年 法 律 第 九 十 号 ） 第 三 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 建 物 の 賃 貸

借 （ 国 土 交 通 省 令 で 定 め る 期 間 を 上 回 ら な い 期 間 を 定 め た も の に 限 る 。 ） と し な け れ ば な

らない。  

３  特 定 優 良 賃 貸 住 宅 法 第 五 条 第 一 項 に 規 定 す る 認 定 事 業 者 が 第 一 項 の 規 定 に よ る 都 道 府 県

知 事 の 承 認 を 受 け た 場 合 に お け る 特 定 優 良 賃 貸 住 宅 法 第 十 一 条 第 一 項 の 規 定 の 適 用 に つ い

ては、同項中「処分」とあるのは、「処分又は建築 物の耐震改 修の促進に 関する法律（平成

七年法律第 百二十三号 ）第二十八 条第二項の 規定」とす る。 

（機構の業 務の特例）  

第 二 十 九 条  第 五 条 第 三 項 第 五 号 の 規 定 に よ り 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 機 構 に よ る 建 築

物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 実 施 に 関 す る 事 項 を 記 載 し た 都 道 府 県 の 区 域 内 に お い て 、 機

構 は 、 独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構 法 （ 平 成 十 五 年 法 律 第 百 号 ） 第 十 一 条 に 規 定 す る 業 務 の

ほ か 、 委 託 に 基 づ き 、 政 令 で 定 め る 建 築 物 （ 同 条 第 三 項 第 二 号 の 住 宅 又 は 同 項 第 四 号 の 施

設であるも のに限る。 ）の耐震診 断及び耐震 改修の業務 を行うこと ができる。  

（公社の業 務の特例）  

第 三 十 条  第 五 条 第 三 項 第 五 号 の 規 定 に よ り 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 公 社 に よ る 建 築 物

の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 実 施 に 関 す る 事 項 を 記 載 し た 都 道 府 県 の 区 域 内 に お い て 、 公 社

は 、 地 方 住 宅 供 給 公 社 法 （ 昭 和 四 十 年 法 律 第 百 二 十 四 号 ） 第 二 十 一 条 に 規 定 す る 業 務 の ほ

か 、 委 託 に よ り 、 住 宅 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 並 び に 市 街 地 に お い て 自 ら 又 は 委 託 に よ り

行 っ た 住 宅 の 建 設 と 一 体 と し て 建 設 し た 商 店 、 事 務 所 等 の 用 に 供 す る 建 築 物 及 び 集 団 住 宅

の 存 す る 団 地 の 居 住 者 の 利 便 に 供 す る 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 業 務 を 行 う こ と が

できる。  
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２  前 項 の 規 定 に よ り 公 社 の 業 務 が 行 わ れ る 場 合 に は 、 地 方 住 宅 供 給 公 社 法 第 四 十 九 条 第 三

号 中 「 第 二 十 一 条 に 規 定 す る 業 務 」 と あ る の は 、 「 第 二 十 一 条 に 規 定 す る 業 務 及 び 建 築 物

の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 七 年 法 律 第 百 二 十 三 号 ） 第 三 十 条 第 一 項 に 規 定 す る

業務」とす る。 

（独立行政 法人住宅金 融支援機構 の資金の貸 付けについ ての配慮）  

第 三 十 一 条  独 立 行 政 法 人 住 宅 金 融 支 援 機 構 は 、 法 令 及 び そ の 事 業 計 画 の 範 囲 内 に お い て 、

計 画 認 定 建 築 物 で あ る 住 宅 の 耐 震 改 修 が 円 滑 に 行 わ れ る よ う 、 必 要 な 資 金 の 貸 付 け に つ い

て配慮する ものとする 。 

 

   第 八 章  耐 震 改修 支 援 セ ンタ ー 

 

（耐震改修 支援センタ ー） 

第 三 十 二 条  国 土 交 通 大 臣 は 、 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 実 施 を 支 援 す る こ と を 目 的

と す る 一 般 社 団 法 人 又 は 一 般 財 団 法 人 そ の 他 営 利 を 目 的 と し な い 法 人 で あ っ て 、 第 三 十 四

条に規定す る業務（以下「支援業務」という。）に 関し次に掲 げる基準に 適合すると 認めら

れるものを 、その申請 により、耐 震改修支援 センター（ 以下「セン ター」とい う。）として

指定するこ とができる 。 

一  職 員 、 支 援 業 務 の 実 施 の 方 法 そ の 他 の 事 項 に つ い て の 支 援 業 務 の 実 施 に 関 す る 計 画 が 、

支援業務の 適確な実施 のために適 切なもので あること。  

二  前 号 の 支 援 業 務 の 実 施 に 関 す る 計 画 を 適 確 に 実 施 す る に 足 り る 経 理 的 及 び 技 術 的 な 基 礎

を有するも のであるこ と。 

三  役 員 又 は 職 員 の 構 成 が 、 支 援 業 務 の 公 正 な 実 施 に 支 障 を 及 ぼ す お そ れ が な い も の で あ る

こと。 

四  支 援 業 務 以 外 の 業 務 を 行 っ て い る 場 合 に は 、 そ の 業 務 を 行 う こ と に よ っ て 支 援 業 務 の 公

正な実施に 支障を及ぼ すおそれが ないもので あること。  

五  前 各 号 に 定 め る も の の ほ か 、 支 援 業 務 を 公 正 か つ 適 確 に 行 う こ と が で き る も の で あ る こ

と。 

（指定の公 示等） 

第三十三条  国土交通 大臣は、前条 の規定によ る指定（以下 単に「指定」という。）をしたと

き は 、 セ ン タ ー の 名 称 及 び 住 所 並 び に 支 援 業 務 を 行 う 事 務 所 の 所 在 地 を 公 示 し な け れ ば な

らない。  

２  セ ン タ ー は 、 そ の 名 称 若 し く は 住 所 又 は 支 援 業 務 を 行 う 事 務 所 の 所 在 地 を 変 更 し よ う と

す る と き は 、 変 更 し よ う と す る 日 の 二 週 間 前 ま で に 、 そ の 旨 を 国 土 交 通 大 臣 に 届 け 出 な け

ればならな い。 

３  国 土 交 通 大 臣 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 届 出 が あ っ た と き は 、 そ の 旨 を 公 示 し な け れ ば な ら

ない。 

（業務）  
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第三十四条  センター は、次に掲 げる業務を 行うものと する。 

一  認 定 事 業 者 が 行 う 計 画 認 定 建 築 物 で あ る 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 及 び 特 定 既 存 耐 震

不 適 格 建 築 物 の 耐 震 改 修 に 必 要 な 資 金 の 貸 付 け を 行 っ た 国 土 交 通 省 令 で 定 め る 金 融 機 関

の要請に基 づき、当該 貸付けに係 る債務の保 証をするこ と。 

二  建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 に 関 す る 情 報 及 び 資 料 の 収 集 、 整 理 及 び 提 供 を 行 う こ

と。 

三 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修に関する 調査及び研 究を行うこ と。 

四 前三号 に掲げる業 務に附帯す る業務を行 うこと。  

（業務の委 託） 

第三十五条  センター は、国土交通大臣の認可 を受けて、前条第一号に 掲げる業務（以下「債

務 保 証 業 務 」 と い う 。 ） の う ち 債 務 の 保 証 の 決 定 以 外 の 業 務 の 全 部 又 は 一 部 を 金 融 機 関 そ

の他の者に 委託するこ とができる 。 

２  金 融 機 関 は 、 他 の 法 律 の 規 定 に か か わ ら ず 、 前 項 の 規 定 に よ る 委 託 を 受 け 、 当 該 業 務 を

行うことが できる。  

（債務保証 業務規程）  

第三十六条  センター は、債務保証 業務に関す る規程（以下「債務保証業 務規程」とい う。）

を 定 め 、 国 土 交 通 大 臣 の 認 可 を 受 け な け れ ば な ら な い 。 こ れ を 変 更 し よ う と す る と き も 、

同様とする 。 

２ 債務保 証業務規程 で定めるべ き事項は、 国土交通省 令で定める 。 

３  国 土 交 通 大 臣 は 、 第 一 項 の 認 可 を し た 債 務 保 証 業 務 規 程 が 債 務 保 証 業 務 の 公 正 か つ 適 確

な 実 施 上 不 適 当 と な っ た と 認 め る と き は 、 そ の 債 務 保 証 業 務 規 程 を 変 更 す べ き こ と を 命 ず

ることがで きる。 

（事業計画 等） 

第 三 十 七 条  セ ン タ ー は 、 毎 事 業 年 度 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 支 援 業 務 に 係

る 事 業 計 画 及 び 収 支 予 算 を 作 成 し 、 当 該 事 業 年 度 の 開 始 前 に （ 指 定 を 受 け た 日 の 属 す る 事

業 年 度 に あ っ て は 、 そ の 指 定 を 受 け た 後 遅 滞 な く ） 、 国 土 交 通 大 臣 の 認 可 を 受 け な け れ ば

ならない。 これを変更 しようとす るときも、 同様とする 。 

２  セ ン タ ー は 、 毎 事 業 年 度 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 支 援 業 務 に 係 る 事 業 報

告 書 及 び 収 支 決 算 書 を 作 成 し 、 当 該 事 業 年 度 経 過 後 三 月 以 内 に 、 国 土 交 通 大 臣 に 提 出 し な

ければなら ない。 

（区分経理 ） 

第 三 十 八 条  セ ン タ ー は 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 次 に 掲 げ る 業 務 ご と に 経 理

を区分して 整理しなけ ればならな い。 

一 債務保 証業務及び これに附帯 する業務  

二 第三十 四条第二号 及び第三号 に掲げる業 務並びにこ れらに附帯 する業務  

（帳簿の備 付け等）  

第 三 十 九 条  セ ン タ ー は 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 支 援 業 務 に 関 す る 事 項 で 国
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土交通省令 で定めるも のを記載し た帳簿を備 え付け、こ れを保存し なければな らない。  

２  前 項 に 定 め る も の の ほ か 、 セ ン タ ー は 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 支 援 業 務

に関する書 類で国土交 通省令で定 めるものを 保存しなけ ればならな い。 

（監督命令 ） 

第 四 十 条  国 土 交 通 大 臣 は 、 支 援 業 務 の 公 正 か つ 適 確 な 実 施 を 確 保 す る た め 必 要 が あ る と 認

めるときは 、センター に対し、支 援業務に関 し監督上必 要な命令を することが できる。  

（センター に係る報告 、検査等）  

第 四 十 一 条  国 土 交 通 大 臣 は 、 支 援 業 務 の 公 正 か つ 適 確 な 実 施 を 確 保 す る た め 必 要 が あ る と

認 め る と き は 、 セ ン タ ー に 対 し 支 援 業 務 若 し く は 資 産 の 状 況 に 関 し 必 要 な 報 告 を 求 め 、 又

は そ の 職 員 に 、 セ ン タ ー の 事 務 所 に 立 ち 入 り 、 支 援 業 務 の 状 況 若 し く は 帳 簿 、 書 類 そ の 他

の物件を検 査させ、若 しくは関係 者に質問さ せることが できる。  

２  前 項 の 規 定 に よ り 立 入 検 査 を す る 職 員 は 、 そ の 身 分 を 示 す 証 明 書 を 携 帯 し 、 関 係 者 に 提

示しなけれ ばならない 。 

３  第 一 項 の 規 定 に よ る 立 入 検 査 の 権 限 は 、 犯 罪 捜 査 の た め に 認 め ら れ た も の と 解 釈 し て は

ならない。  

（指定の取 消し等）  

第 四 十 二 条  国 土 交 通 大 臣 は 、 セ ン タ ー が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 そ の 指 定

を取り消す ことができ る。 

一  第 三 十 三 条 第 二 項 又 は 第 三 十 七 条 か ら 第 三 十 九 条 ま で の 規 定 の い ず れ か に 違 反 し た と

き。 

二  第 三 十 六 条 第 一 項 の 認 可 を 受 け た 債 務 保 証 業 務 規 程 に よ ら な い で 債 務 保 証 業 務 を 行 っ

たとき。  

三 第三十 六条第三項 又は第四十 条の規定に よる命令に 違反したと き。 

四 第三十 二条各号に 掲げる基準 に適合して いないと認 めるとき。  

五 センタ ー又はその 役員が、支 援業務に関 し著しく不 適当な行為 をしたとき 。 

六 不正な 手段により 指定を受け たとき。  

２  国 土 交 通 大 臣 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 指 定 を 取 り 消 し た と き は 、 そ の 旨 を 公 示 し な け れ ば

ならない。  

 

  第 九 章  罰 則 

 

第四十三条  第八条第 一項の規定 による命令 に違反した 者は、百万 円以下の罰 金に処する 。 

第 四 十 四 条  第 十 三 条 第 一 項 、 第 十 五 条 第 四 項 又 は 第 二 十 七 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 報 告 を せ

ず 、 若 し く は 虚 偽 の 報 告 を し 、 又 は こ れ ら の 規 定 に よ る 検 査 を 拒 み 、 妨 げ 、 若 し く は 忌 避

した者は、 五十万円以 下の罰金に 処する。  

第四十五条  次の各号 のいずれか に該当する 者は、三十 万円以下の 罰金に処す る。 

一  第 十 九 条 、 第 二 十 四 条 第 一 項 又 は 第 四 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 報 告 を せ ず 、 又 は 虚
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偽の報告を した者 

二 第二十 二条第四項 の規定に違 反して、表 示を付した 者 

三  第 二 十 四 条 第 一 項 又 は 第 四 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 検 査 を 拒 み 、 妨 げ 、 又 は 忌 避 し

た者 

四  第 三 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 し て 、 帳 簿 を 備 え 付 け ず 、 帳 簿 に 記 載 せ ず 、 若 し く は

帳簿に虚偽 の記載をし 、又は帳簿 を保存しな かった者  

五 第三十 九条第二項 の規定に違 反した者  

六 第四十 一条第一項 の規定によ る質問に対 して答弁せ ず、又は虚 偽の答弁を した者 

第 四 十 六 条  法 人 の 代 表 者 又 は 法 人 若 し く は 人 の 代 理 人 、 使 用 人 そ の 他 の 従 業 者 が 、 そ の 法

人 又 は 人 の 業 務 に 関 し 、 前 三 条 の 違 反 行 為 を し た と き は 、 行 為 者 を 罰 す る ほ か 、 そ の 法 人

又は人に対 しても各本 条の刑を科 する。 

 

   附  則 

（施行期日 ） 

第 一 条  こ の 法 律 は 、 公 布 の 日 か ら 起 算 し て 三 月 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て 政 令 で 定 め る 日

から施行す る。 

（機構の業 務の特例に 係る委託契 約を締結す る期限）  

第 二 条  第 二 十 九 条 の 規 定 に よ り 機 構 が 委 託 に 基 づ き 行 う 業 務 は 、 当 該 委 託 に 係 る 契 約 が 平

成二十七年 十二月三十 一日までに 締結される 場合に限り 行うことが できる。  

（要緊急安 全確認大規 模建築物の 所有者の義 務等） 

第 三 条  次 に 掲 げ る 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 で あ っ て 、 そ の 地 震 に 対 す る 安 全 性 を 緊 急 に 確 か

め る 必 要 が あ る 大 規 模 な も の と し て 政 令 で 定 め る も の （ 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 で あ っ

て 当 該 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 に 係 る 第 七 条 各 号 に 定 め る 期 限 が 平 成 二 十 七 年 十 二 月 三

十日以前で あるものを 除く。以下こ の条におい て「要緊急安 全確認大規 模建築物」と いう。）

の 所 有 者 は 、 当 該 要 緊 急 安 全 確 認 大 規 模 建 築 物 に つ い て 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と こ ろ に

よ り 、 耐 震 診 断 を 行 い 、 そ の 結 果 を 同 月 三 十 一 日 ま で に 所 管 行 政 庁 に 報 告 し な け れ ば な ら

ない。 

一 病院、劇 場、観覧場、集会場、展示 場、百貨店そ の他不特定 かつ多数の 者が利用す る既

存耐震不適 格建築物  

二  小 学 校 、 老 人 ホ ー ム そ の 他 地 震 の 際 の 避 難 確 保 上 特 に 配 慮 を 要 す る 者 が 主 と し て 利 用

する既存耐 震不適格建 築物 

三 第十四 条第二号に 掲げる建築 物である既 存耐震不適 格建築物  

２  第 七 条 か ら 第 十 三 条 ま で の 規 定 は 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 で あ る 要 緊 急 安 全 確 認 大 規

模 建 築 物 で あ る も の に つ い て 、 第 十 四 条 及 び 第 十 五 条 の 規 定 は 要 緊 急 安 全 確 認 大 規 模 建 築

物について は、適用し ない。 

３  第 八 条 、 第 九 条 及 び 第 十 一 条 か ら 第 十 三 条 ま で の 規 定 は 、 要 緊 急 安 全 確 認 大 規 模 建 築 物

について準 用する。この 場合におい て、第八条第 一項中「前条 」とあり、並 びに第九条 及び
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第十三条第 一項中「第七条」とあるのは「附則第三条第一項」と、第九条中「前条第三項 」

と あ る の は 「 同 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 前 条 第 三 項 」 と 、 第 十 三 条 第 一 項 中 「 第 八 条 第

一 項 」 と あ る の は 「 附 則 第 三 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 第 八 条 第 一 項 」 と 読 み 替 え る も の

とする。  

４  前 項 に お い て 準 用 す る 第 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 命 令 に 違 反 し た 者 は 、 百 万 円 以 下 の 罰

金に処する 。 

５  第 三 項 に お い て 準 用 す る 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 報 告 を せ ず 、 若 し く は 虚 偽 の 報 告

を し 、 又 は 同 項 の 規 定 に よ る 検 査 を 拒 み 、 妨 げ 、 若 し く は 忌 避 し た 者 は 、 五 十 万 円 以 下 の

罰金に処す る。 

６  法 人 の 代 表 者 又 は 法 人 若 し く は 人 の 代 理 人 、 使 用 人 そ の 他 の 従 業 者 が 、 そ の 法 人 又 は 人

の 業 務 に 関 し 、 前 二 項 の 違 反 行 為 を し た と き は 、 行 為 者 を 罰 す る ほ か 、 そ の 法 人 又 は 人 に

対しても当 該各項の刑 を科する。  

 

   附  則  （ 平 成八 年 三 月 三一 日 法 律 第二 一 号 ）  抄 

（施行期日 ） 

１ この法 律は、平成 八年四月一 日から施行 する。 

 

   附  則  （ 平 成九 年 三 月 三一 日 法 律 第二 六 号 ）  抄 

（施行期日 ） 

１ この法 律は、平成 九年四月一 日から施行 する。 

（経過措置 ） 

２  住 宅 金 融 公 庫 の 貸 付 金 の 利 率 及 び 償 還 期 間 に 関 し て は 、 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 住

宅 金 融 公 庫 法 第 二 十 一 条 第 一 項 の 表 一 の 項 及 び 四 の 項 か ら 六 の 項 ま で 、 第 三 条 の 規 定 に よ

る 改 正 後 の 北 海 道 防 寒 住 宅 建 設 等 促 進 法 第 八 条 第 二 項 の 表 一 の 項 並 び に 第 八 条 の 二 第 二 項

の 表 二 の 項 及 び 三 の 項 並 び に 第 四 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す

る 法 律 第 十 条 の 規 定 は 、 住 宅 金 融 公 庫 が 平 成 九 年 四 月 一 日 以 後 に 資 金 の 貸 付 け の 申 込 み を

受 理 し た も の か ら 適 用 す る も の と し 、 住 宅 金 融 公 庫 が 同 日 前 に 資 金 の 貸 付 け の 申 込 み を 受

理したもの については 、なお従前 の例による 。 

４ この法 律の施行前 にした行為 に対する罰 則の適用に ついては、 なお従前の 例による。  

 

   附  則  （ 平 成一 一 年 一 二月 二 二 日 法律 第 一 六 〇号 ）  抄 

（施行期日 ） 

第一条 こ の法律（第二 条及び第三 条を除く。）は、平成十三 年一月六日 から施行す る。ただ

し、次の各 号に掲げる 規定は、当 該各号に定 める日から 施行する。  

一  第 九 百 九 十 五 条 （ 核 原 料 物 質 、 核 燃 料 物 質 及 び 原 子 炉 の 規 制 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改

正する法律 附則の改正 規定に係る 部分に限る。）、第千三百 五条、第千三 百六条、第千 三

百二十四条 第二項、第 千三百二十 六条第二項 及び第千三 百四十四条 の規定 公 布の日 
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   附  則  （ 平 成一 七 年 七 月六 日 法 律 第八 二 号 ）  抄 

（施行期日 ） 

第一条 こ の法律は、 平成十九年 四月一日か ら施行する 。 

 

   附  則  （ 平 成一 七 年 一 一月 七 日 法 律第 一 二 〇 号）  抄 

（施行期日 ） 

第 一 条  こ の 法 律 は 、 公 布 の 日 か ら 起 算 し て 三 月 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て 政 令 で 定 め る 日

から施行す る。 

（処分、手 続等に関す る経過措置 ） 

第 二 条  こ の 法 律 に よ る 改 正 前 の 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 次 項 に お い て 「 旧

法」という。）の規定によ ってした処 分、手続その 他の行為で あって、この 法律による 改正

後の建築物 の耐震改修 の促進に関 する法律（以 下「新法」と いう。）の規 定に相当の 規定が

あるものは 、これらの 規定によっ てした処分 、手続その 他の行為と みなす。  

２  新 法 第 八 条 及 び 第 九 条 の 規 定 は 、 こ の 法 律 の 施 行 後 に 新 法 第 八 条 第 一 項 又 は 第 九 条 第 一

項 の 規 定 に よ り 申 請 が あ っ た 認 定 の 手 続 に つ い て 適 用 し 、 こ の 法 律 の 施 行 前 に 旧 法 第 五 条

第 一 項 又 は 第 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 申 請 が あ っ た 認 定 の 手 続 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例

による。  

（罰則に関 する経過措 置） 

第三条 こ の法律の施 行前にした 行為に対す る罰則の適 用について は、なお従前 の例による。 

（政令への 委任） 

第 四 条  前 二 条 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 法 律 の 施 行 に 関 し て 必 要 な 経 過 措 置 は 、 政 令 で 定

める。 

（検討）  

第 五 条  政 府 は 、 こ の 法 律 の 施 行 後 五 年 を 経 過 し た 場 合 に お い て 、 新 法 の 施 行 の 状 況 に つ い

て 検 討 を 加 え 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 そ の 結 果 に 基 づ い て 所 要 の 措 置 を 講 ず る も の

とする。  

 

   附  則  （ 平 成一 八 年 六 月二 日 法 律 第五 〇 号 ）  抄 

この法律は 、一般社団 ・財団法人 法の施行の 日から施行 する。 

 

   附  則  （ 平 成二 三 年 六 月二 四 日 法 律第 七 四 号 ） 抄 

（施行期日 ） 

第一条 こ の法律は、 公布の日か ら起算して 二十日を経 過した日か ら施行する 。 

 

   附  則  （ 平 成二 三 年 八 月三 〇 日 法 律第 一 〇 五 号）  抄 

（施行期日 ） 

第一条 こ の法律は、 公布の日か ら施行する 。 
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（罰則に関 する経過措 置） 

第 八 十 一 条  こ の 法 律 （ 附 則 第 一 条 各 号 に 掲 げ る 規 定 に あ っ て は 、 当 該 規 定 。 以 下 こ の 条 に

お い て 同 じ 。 ） の 施 行 前 に し た 行 為 及 び こ の 附 則 の 規 定 に よ り な お 従 前 の 例 に よ る こ と と

さ れ る 場 合 に お け る こ の 法 律 の 施 行 後 に し た 行 為 に 対 す る 罰 則 の 適 用 に つ い て は 、 な お 従

前の例によ る。 

（政令への 委任） 

第 八 十 二 条  こ の 附 則 に 規 定 す る も の の ほ か 、 こ の 法 律 の 施 行 に 関 し 必 要 な 経 過 措 置 （ 罰 則

に関する経 過措置を含 む。）は、 政令で定め る。 

 

   附  則  （ 平 成二 五 年 五 月二 九 日 法 律第 二 〇 号 ） 抄 

（施行期日 ） 

第 一 条  こ の 法 律 は 、 公 布 の 日 か ら 起 算 し て 六 月 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て 政 令 で 定 め る 日

から施行す る。 

（処分、手 続等に関す る経過措置 ） 

第 二 条  こ の 法 律 に よ る 改 正 前 の 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 の 規 定 に よ っ て し た

処 分 、 手 続 そ の 他 の 行 為 で あ っ て 、 こ の 法 律 に よ る 改 正 後 の 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関

する法律（附則第四条に おいて「新法」という。）の規定に相 当の規定が あるものは、これ

らの規定に よってした 処分、手続 その他の行 為とみなす 。 

（政令への 委任） 

第 三 条  前 条 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 法 律 の 施 行 に 関 し て 必 要 な 経 過 措 置 は 、 政 令 で 定 め

る。 

（検討）  

第 四 条  政 府 は 、 こ の 法 律 の 施 行 後 五 年 を 経 過 し た 場 合 に お い て 、 新 法 の 施 行 の 状 況 に つ い

て 検 討 を 加 え 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 そ の 結 果 に 基 づ い て 所 要 の 措 置 を 講 ず る も の

とする。  

 

   附  則  （ 平 成二 六 年 六 月四 日 法 律 第五 四 号 ）  抄 

（施行期日 ） 

第 一 条  こ の 法 律 は 、 公 布 の 日 か ら 起 算 し て 一 年 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て 政 令 で 定 め る 日

から施行す る。 

 

   附  則  （ 平 成三 〇 年 六 月二 七 日 法 律第 六 七 号 ） 抄 

（施行期日 ） 

第 一 条  こ の 法 律 は 、 公 布 の 日 か ら 起 算 し て 一 年 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て 政 令 で 定 め る 日

から施行す る。ただし 、次の各号 に掲げる規 定は、当該 各号に定め る日から施 行する。  

一 附則第 四条の規定  公布の日  

二  第 一 条 の 規 定 並 び に 次 条 並 び に 附 則 第 三 条 、 第 九 条 及 び 第 十 五 条 （ 高 齢 者 、 障 害 者 等
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の 移 動 等 の 円 滑 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 八 年 法 律 第 九 十 一 号 ） 第 二 十 四 条 の 改 正

規 定 に 限 る 。 ） の 規 定  公 布 の 日 か ら 起 算 し て 三 月 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て 政 令 で 定

める日 

（経過措置 ） 

第 二 条  第 一 条 の 規 定 の 施 行 の 際 現 に 存 す る 同 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 建 築 基 準 法 （ 次 項 に

おいて「旧法 」という。）第四十二条 第一項第三 号に掲げる 道に該当す るものは、第 一条の

規定による 改正後の建 築基準法（次 項において「 新法」という 。）第四十二 条第一項第 三号

に掲げる道 に該当する ものとみな す。 

２  第 一 条 の 規 定 の 施 行 の 際 現 に 存 す る 旧 法 第 四 十 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 道 に 該 当 す る も の

は、新法第 四十二条第 二項に規定 する道に該 当するもの とみなす。  

（罰則に関 する経過措 置） 

第 三 条  こ の 法 律 （ 附 則 第 一 条 第 二 号 に 掲 げ る 規 定 に つ い て は 、 当 該 規 定 ） の 施 行 前 に し た

行為に対す る罰則の適 用について は、なお従 前の例によ る。 

（政令への 委任） 

第 四 条  前 二 条 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 法 律 の 施 行 に 関 し 必 要 な 経 過 措 置 （ 罰 則 に 関 す る

経過措置を 含む。）は 、政令で定 める。 

（検討）  

第 五 条  政 府 は 、 こ の 法 律 の 施 行 後 五 年 を 経 過 し た 場 合 に お い て 、 こ の 法 律 に よ る 改 正 後 の

建 築 基 準 法 の 施 行 の 状 況 に つ い て 検 討 を 加 え 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 そ の 結 果 に 基

づいて必要 な措置を講 ずるものと する。 

（建築物の 耐震改修の 促進に関す る法律の一 部改正）  

第十条 建 築物の耐震 改修の促進 に関する法 律（平成七 年法律第百 二十三号） の一部を次 の

ように改正 する。 

第十 七条 第 三項 第四 号 中「 、第 六 十一 条又 は 第六 十二 条 第一 項」 を 削り 、同 項 第六 号中

「の 建ぺ い 率」 を「 の 建蔽 率」 に 、「 「建 ぺ い率 関係 規 定」 を「 「 建蔽 率関 係 規定 」に改

め、 同号 イ 中「 建ぺ い 率関 係規 定 」を 「建 蔽 率関 係規 定 」に 改め 、 同条 第七 項 中「 、第六

十一 条又 は 第六 十二 条 第一 項」 を 削り 、同 条 第九 項中 「 建ぺ い率 関 係規 定」 を 「建 蔽率関

係規定」に 改める。  
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■資料-6 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令 

平成７年１２月２２日政令第４２９号 

最終改正：平成３０年１１月３０日政令第３２３号 

 

（都道府県 知事が所管 行政庁とな る建築物）  

第一条 建 築物の耐震 改修の促進 に関する法 律（以下「法 」という。）第二条第三 項ただし書

の 政 令 で 定 め る 建 築 物 の う ち 建 築 基 準 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 一 号 ） 第 九 十 七 条 の 二

第 一 項 の 規 定 に よ り 建 築 主 事 を 置 く 市 町 村 の 区 域 内 の も の は 、 同 法 第 六 条 第 一 項 第 四 号 に

掲げる建築 物（その新築 、改築、増築 、移転又は用 途の変更に 関して、法律 並びにこれ に基

づ く 命 令 及 び 条 例 の 規 定 に よ り 都 道 府 県 知 事 の 許 可 を 必 要 と す る も の を 除 く 。 ） 以 外 の 建

築物とする 。 

２  法 第 二 条 第 三 項 た だ し 書 の 政 令 で 定 め る 建 築 物 の う ち 建 築 基 準 法 第 九 十 七 条 の 三 第 一 項

の 規 定 に よ り 建 築 主 事 を 置 く 特 別 区 の 区 域 内 の も の は 、 次 に 掲 げ る 建 築 物 （ 第 二 号 に 掲 げ

る 建 築 物 に あ っ て は 、 地 方 自 治 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七 号 ） 第 二 百 五 十 二 条 の 十 七

の 二 第 一 項 の 規 定 に よ り 同 号 に 規 定 す る 処 分 に 関 す る 事 務 を 特 別 区 が 処 理 す る こ と と さ れ

た場合にお ける当該建 築物を除く 。）とする 。 

一  延 べ 面 積 （ 建 築 基 準 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 五 年 政 令 第 三 百 三 十 八 号 ） 第 二 条 第 一 項 第 四

号に規定す る延べ面積 をいう。） が一万平方 メートルを 超える建築 物 

二 その新 築、改築、増 築、移転又は 用途の変更 に関して、建 築基準法第 五十一条（同 法第

八 十 七 条 第 二 項 及 び 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） （ 市 町 村 都 市 計 画 審 議 会 が

置 か れ て い る 特 別 区 に あ っ て は 、 卸 売 市 場 、 と 畜 場 及 び 産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 に 係 る 部 分

に 限 る 。 ） 並 び に 同 法 以 外 の 法 律 並 び に こ れ に 基 づ く 命 令 及 び 条 例 の 規 定 に よ り 都 知 事

の許可を必 要とする建 築物 

（都道府県 耐震改修促 進計画に記 載すること ができる公 益上必要な 建築物）  

第 二 条  法 第 五 条 第 三 項 第 一 号 の 政 令 で 定 め る 公 益 上 必 要 な 建 築 物 は 、 次 に 掲 げ る 施 設 で あ

る建築物と する。 

一 診療所  

二  電 気 通 信 事 業 法 （ 昭 和 五 十 九 年 法 律 第 八 十 六 号 ） 第 二 条 第 四 号 に 規 定 す る 電 気 通 信 事

業の用に供 する施設  

三  電 気 事 業 法 （ 昭 和 三 十 九 年 法 律 第 百 七 十 号 ） 第 二 条 第 一 項 第 十 六 号 に 規 定 す る 電 気 事

業の用に供 する施設  

四  ガ ス 事 業 法 （ 昭 和 二 十 九 年 法 律 第 五 十 一 号 ） 第 二 条 第 十 一 項 に 規 定 す る ガ ス 事 業 の 用

に供する施 設 

五  液 化 石 油 ガ ス の 保 安 の 確 保 及 び 取 引 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 四 十 二 年 法 律 第 百 四

十九号）第 二条第三項 に規定する 液化石油ガ ス販売事業 の用に供す る施設 

六  水 道 法 （ 昭 和 三 十 二 年 法 律 第 百 七 十 七 号 ） 第 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 水 道 事 業 又 は 同 条

第四項に規 定する水道 用水供給事 業の用に供 する施設  
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七  下 水 道 法 （ 昭 和 三 十 三 年 法 律 第 七 十 九 号 ） 第 二 条 第 三 号 に 規 定 す る 公 共 下 水 道 又 は 同

条第四号に 規定する流 域下水道の 用に供する 施設 

八  熱 供 給 事 業 法 （ 昭 和 四 十 七 年 法 律 第 八 十 八 号 ） 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 熱 供 給 事 業 の

用に供する 施設 

九 火葬場  

十 汚物処 理場 

十 一  廃 棄 物 の 処 理 及 び 清 掃 に 関 す る 法 律 施 行 令 （ 昭 和 四 十 六 年 政 令 第 三 百 号 。 次 号 に お

いて「廃棄 物処理法施 行令」とい う。）第五 条第一項に 規定するご み処理施設  

十 二  廃 棄 物 処 理 法 施 行 令 第 七 条 第 一 号 か ら 第 十 三 号 の 二 ま で に 掲 げ る 産 業 廃 棄 物 の 処 理

施 設 （ 工 場 そ の 他 の 建 築 物 に 附 属 す る も の で 、 当 該 建 築 物 に お い て 生 じ た 廃 棄 物 の み の

処理を行う ものを除く 。） 

十 三  鉄 道 事 業 法 （ 昭 和 六 十 一 年 法 律 第 九 十 二 号 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 鉄 道 事 業 の 用

に供する施 設 

十四 軌道 法（大正十 年法律第七 十六号）第 一条第一項 に規定する 軌道の用に 供する施設  

十 五  道 路 運 送 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 百 八 十 三 号 ） 第 三 条 第 一 号 イ に 規 定 す る 一 般 乗 合

旅客自動車 運送事業の 用に供する 施設 

十 六  貨 物 自 動 車 運 送 事 業 法 （ 平 成 元 年 法 律 第 八 十 三 号 ） 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 一 般 貨

物自動車運 送事業の用 に供する施 設 

十 七  自 動 車 タ ー ミ ナ ル 法 （ 昭 和 三 十 四 年 法 律 第 百 三 十 六 号 ） 第 二 条 第 八 項 に 規 定 す る 自

動車ターミ ナル事業の 用に供する 施設 

十八 港湾 法（昭和二 十五年法律 第二百十八 号）第二条 第五項に規 定する港湾 施設 

十九 空港 法（昭和三 十一年法律 第八十号） 第二条に規 定する空港 の用に供す る施設 

二 十  放 送 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 百 三 十 二 号 ） 第 二 条 第 二 号 に 規 定 す る 基 幹 放 送 の 用 に

供する施設  

二 十 一  工 業 用 水 道 事 業 法 （ 昭 和 三 十 三 年 法 律 第 八 十 四 号 ） 第 二 条 第 四 項 に 規 定 す る 工 業

用水道事業 の用に供す る施設 

二 十 二  災 害 対 策 基 本 法 （ 昭 和 三 十 六 年 法 律 第 二 百 二 十 三 号 ） 第 二 条 第 十 号 に 規 定 す る 地

域 防 災 計 画 に お い て 災 害 応 急 対 策 に 必 要 な 施 設 と し て 定 め ら れ た も の そ の 他 こ れ に 準 ず

るものとし て国土交通 省令で定め るもの 

（耐震不明 建築物の要 件） 

第 三 条  法 第 五 条 第 三 項 第 一 号 の 政 令 で 定 め る そ の 地 震 に 対 す る 安 全 性 が 明 ら か で な い 建 築

物 は 、 昭 和 五 十 六 年 五 月 三 十 一 日 以 前 に 新 築 の 工 事 に 着 手 し た も の と す る 。 た だ し 、 同 年

六 月 一 日 以 後 に 増 築 、 改 築 、 大 規 模 の 修 繕 又 は 大 規 模 の 模 様 替 の 工 事 （ 次 に 掲 げ る も の を

除 く 。 ） に 着 手 し 、 建 築 基 準 法 第 七 条 第 五 項 、 第 七 条 の 二 第 五 項 又 は 第 十 八 条 第 十 八 項 の

規定による 検査済証の 交付（以下こ の条におい て単に「検査 済証の交付」という。）を 受け

た も の （ 建 築 基 準 法 施 行 令 第 百 三 十 七 条 の 十 四 第 一 号 に 定 め る 建 築 物 の 部 分 （ 以 下 こ の 条

において「独 立部分」とい う。）が二以 上ある建築 物にあって は、当該二以 上の独立部 分の



 

- 44 - 

 

全 部 に つ い て 同 日 以 後 に こ れ ら の 工 事 に 着 手 し 、 検 査 済 証 の 交 付 を 受 け た も の に 限 る 。 ）

を除く。  

一  建 築 基 準 法 第 八 十 六 条 の 八 第 一 項 の 規 定 に よ る 認 定 を 受 け た 全 体 計 画 に 係 る 二 以 上 の

工事のうち 最後の工事 以外の増築 、改築、大 規模の修繕 又は大規模 の模様替の 工事 

二  建 築 基 準 法 施 行 令 第 百 三 十 七 条 の 二 第 三 号 に 掲 げ る 範 囲 内 の 増 築 又 は 改 築 の 工 事 で あ

って、増築 又は改築後 の建築物の 構造方法が 同号イに適 合するもの  

三  建 築 基 準 法 施 行 令 第 百 三 十 七 条 の 十 二 第 一 項 に 規 定 す る 範 囲 内 の 大 規 模 の 修 繕 又 は 大

規模の模様 替の工事  

（通行障害 建築物の要 件） 

第四条 法 第五条第三 項第二号の 政令で定め る建築物は 、次に掲げ るものとす る。 

一  そ の い ず れ か の 部 分 の 高 さ が 、 当 該 部 分 か ら 前 面 道 路 の 境 界 線 ま で の 水 平 距 離 に 、 次

の イ 又 は ロ に 掲 げ る 場 合 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 イ 又 は ロ に 定 め る 距 離 （ こ れ に よ

る こ と が 不 適 当 で あ る 場 合 と し て 国 土 交 通 省 令 で 定 め る 場 合 に お い て は 、 当 該 前 面 道 路

の 幅 員 が 十 二 メ ー ト ル 以 下 の と き は 六 メ ー ト ル を 超 え る 範 囲 に お い て 、 当 該 前 面 道 路 の

幅 員 が 十 二 メ ー ト ル を 超 え る と き は 六 メ ー ト ル 以 上 の 範 囲 に お い て 、 国 土 交 通 省 令 で 定

める距離） を加えた数 値を超える 建築物（次 号に掲げる ものを除く 。） 

イ 当該前 面道路の幅 員が十二メ ートル以下 の場合 六 メートル  

ロ  当 該 前 面 道 路 の 幅 員 が 十 二 メ ー ト ル を 超 え る 場 合  当 該 前 面 道 路 の 幅 員 の 二 分 の 一

に相当する 距離 

二  そ の 前 面 道 路 に 面 す る 部 分 の 長 さ が 二 十 五 メ ー ト ル （ こ れ に よ る こ と が 不 適 当 で あ る

場 合 と し て 国 土 交 通 省 令 で 定 め る 場 合 に お い て は 、 八 メ ー ト ル 以 上 二 十 五 メ ー ト ル 未 満

の 範 囲 に お い て 国 土 交 通 省 令 で 定 め る 長 さ ） を 超 え 、 か つ 、 そ の 前 面 道 路 に 面 す る 部 分

の い ず れ か の 高 さ が 、 当 該 部 分 か ら 当 該 前 面 道 路 の 境 界 線 ま で の 水 平 距 離 に 当 該 前 面 道

路 の 幅 員 の 二 分 の 一 に 相 当 す る 距 離 （ こ れ に よ る こ と が 不 適 当 で あ る 場 合 と し て 国 土 交

通 省 令 で 定 め る 場 合 に お い て は 、 二 メ ー ト ル 以 上 の 範 囲 に お い て 国 土 交 通 省 令 で 定 め る

距 離 ） を 加 え た 数 値 を 二 ・ 五 で 除 し て 得 た 数 値 を 超 え る 組 積 造 の 塀 で あ っ て 、 建 物 （ 土

地 に 定 着 す る 工 作 物 の う ち 屋 根 及 び 柱 又 は 壁 を 有 す る も の （ こ れ に 類 す る 構 造 の も の を

含む。）を いう。）に 附属するも の 

（要安全確 認計画記載 建築物に係 る報告及び 立入検査）  

第 五 条  所 管 行 政 庁 は 、 法 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 、 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 所 有

者 に 対 し 、 当 該 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 に つ き 、 当 該 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 設 計

及 び 施 工 並 び に 構 造 の 状 況 に 係 る 事 項 の う ち 地 震 に 対 す る 安 全 性 に 係 る も の 並 び に 当 該 要

安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 状 況 （ 法 第 七 条 の 規 定 に よ る 報 告 の 対

象となる事 項を除く。 ）に関し報 告させるこ とができる 。 

２  所 管 行 政 庁 は 、 法 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 、 そ の 職 員 に 、 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築

物 、 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 敷 地 又 は 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 工 事 現 場 に 立 ち 入

り 、 当 該 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 並 び に 当 該 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 の 敷 地 、 建 築 設
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備、建築材 料及び設計 図書その他 の関係書類 を検査させ ることがで きる。 

（多数の者 が利用する 特定既存耐 震不適格建 築物の要件 ） 

第六条 法 第十四条第 一号の政令 で定める建 築物は、次 に掲げるも のとする。  

一 ボーリ ング場、ス ケート場、 水泳場その 他これらに 類する運動 施設 

二 診療所  

三 映画館 又は演芸場  

四 公会堂  

五 卸売市 場又はマー ケットその 他の物品販 売業を営む 店舗 

六 ホテル 又は旅館  

七 賃貸住 宅（共同住 宅に限る。 ）、寄宿舎 又は下宿  

八 老人短 期入所施設 、保育所、 福祉ホーム その他これ らに類する もの 

九  老 人 福 祉 セ ン タ ー 、 児 童 厚 生 施 設 、 身 体 障 害 者 福 祉 セ ン タ ー そ の 他 こ れ ら に 類 す る も

の 

十 博物館 、美術館又 は図書館  

十一 遊技 場 

十二 公衆 浴場 

十 三  飲 食 店 、 キ ャ バ レ ー 、 料 理 店 、 ナ イ ト ク ラ ブ 、 ダ ン ス ホ ー ル そ の 他 こ れ ら に 類 す る

もの 

十四 理髪 店、質屋、 貸衣装屋、 銀行その他 これらに類 するサービ ス業を営む 店舗 

十五 工場  

十 六  車 両 の 停 車 場 又 は 船 舶 若 し く は 航 空 機 の 発 着 場 を 構 成 す る 建 築 物 で 旅 客 の 乗 降 又 は

待合いの用 に供するも の 

十七 自動 車車庫その 他の自動車 又は自転車 の停留又は 駐車のため の施設 

十八 保健 所、税務署 その他これ らに類する 公益上必要 な建築物  

２  法 第 十 四 条 第 一 号 の 政 令 で 定 め る 規 模 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 建 築 物 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ

ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る 階 数 及 び 床 面 積 の 合 計 （ 当 該 各 号 に 掲 げ る 建 築 物 の 用 途 に 供 す る 部

分の床面積 の合計をい う。以下こ の項におい て同じ。） とする。  

一  幼 稚 園 、 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 又 は 保 育 所  階 数 二 及 び 床 面 積 の 合 計 五 百 平 方 メ ー

トル 

二  小 学 校 、 中 学 校 、 義 務 教 育 学 校 、 中 等 教 育 学 校 の 前 期 課 程 若 し く は 特 別 支 援 学 校 （ 以

下 「 小 学 校 等 」 と い う 。 ） 、 老 人 ホ ー ム 又 は 前 項 第 八 号 若 し く は 第 九 号 に 掲 げ る 建 築 物

（保育所を 除く。） 階数二及び 床面積の合 計千平方メ ートル 

三  学 校 （ 幼 稚 園 、 小 学 校 等 及 び 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 を 除 く 。 ） 、 病 院 、 劇 場 、 観 覧

場 、 集 会 場 、 展 示 場 、 百 貨 店 、 事 務 所 又 は 前 項 第 一 号 か ら 第 七 号 ま で 若 し く は 第 十 号 か

ら第十八号 までに掲げ る建築物 階数三及び 床面積の合 計千平方メ ートル 

四 体育館  階数一及 び床面積の 合計千平方 メートル  

３  前 項 各 号 の う ち 二 以 上 の 号 に 掲 げ る 建 築 物 の 用 途 を 兼 ね る 場 合 に お け る 法 第 十 四 条 第 一
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号 の 政 令 で 定 め る 規 模 は 、 同 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 同 項 各 号 に 掲 げ る 建 築 物 の 区 分 に 応

じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る 階 数 及 び 床 面 積 の 合 計 に 相 当 す る も の と し て 国 土 交 通 省 令

で定める階 数及び床面 積の合計と する。 

（危険物の 貯蔵場等の 用途に供す る特定既存 耐震不適格 建築物の要 件） 

第七条 法 第十四条第 二号の政令 で定める危 険物は、次 に掲げるも のとする。  

一  消 防 法 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 八 十 六 号 ） 第 二 条 第 七 項 に 規 定 す る 危 険 物 （ 石 油 類 を

除く。）  

二  危 険 物 の 規 制 に 関 す る 政 令 （ 昭 和 三 十 四 年 政 令 第 三 百 六 号 ） 別 表 第 四 備 考 第 六 号 に 規

定する可燃 性固体類又 は同表備考 第八号に規 定する可燃 性液体類  

三 マッチ  

四 可燃性 のガス（次 号及び第六 号に掲げる ものを除く 。） 

五 圧縮ガ ス 

六 液化ガ ス 

七  毒 物 及 び 劇 物 取 締 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 三 百 三 号 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 毒 物 又

は同条第二 項に規定す る劇物（液 体又は気体 のものに限 る。） 

２ 法第十 四条第二号 の政令で定 める数量は 、次の各号 に掲げる危 険物の区分 に応じ、そ れ

ぞれ当該各 号に定める 数量（第六 号及び第七 号に掲げる 危険物にあ っては、温 度が零度で

圧力が一気 圧の状態に おける数量 とする。） とする。  

一 火薬類  次に掲げ る火薬類の 区分に応じ 、それぞれ に定める数 量 

イ 火薬 十トン 

ロ 爆薬 五トン 

ハ 工業雷 管若しくは 電気雷管又 は信号雷管  五十万個  

ニ 銃用雷 管 五百万 個 

ホ 実包若 しくは空包 、信管若し くは火管又 は電気導火 線 五万個  

ヘ 導爆線 又は導火線  五百キロ メートル  

ト 信号炎 管若しくは 信号火箭（ せん）又は 煙火 二ト ン 

チ  そ の 他 の 火 薬 又 は 爆 薬 を 使 用 し た 火 工 品  当 該 火 工 品 の 原 料 と な る 火 薬 又 は 爆 薬 の

区分に応じ 、それぞれ イ又はロに 定める数量  

二  消 防 法 第 二 条 第 七 項 に 規 定 す る 危 険 物  危 険 物 の 規 制 に 関 す る 政 令 別 表 第 三 の 類 別 の

欄 に 掲 げ る 類 、 品 名 の 欄 に 掲 げ る 品 名 及 び 性 質 の 欄 に 掲 げ る 性 状 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 同 表

の指定数量 の欄に定め る数量の十 倍の数量  

三 危険物 の規制に関 する政令別 表第四備考 第六号に規 定する可燃 性固体類 三十トン  

四  危 険 物 の 規 制 に 関 す る 政 令 別 表 第 四 備 考 第 八 号 に 規 定 す る 可 燃 性 液 体 類  二 十 立 方 メ

ートル 

五 マッチ  三百マッ チトン 

六 可燃性 のガス（次 号及び第八 号に掲げる ものを除く 。） 二万 立方メート ル 

七 圧縮ガ ス 二十万 立方メート ル 
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八 液化ガ ス 二千ト ン 

九 毒物及 び劇物取締 法第二条第 一項に規定 する毒物（液 体又は気体 のものに限 る。） 二

十トン 

十 毒物及 び劇物取締 法第二条第 二項に規定 する劇物（液 体又は気体 のものに限 る。） 二

百トン 

３ 前項各 号に掲げる 危険物の二 種類以上を 貯蔵し、又は 処理しよう とする場合 においては、

同 項 各 号 に 定 め る 数 量 は 、 貯 蔵 し 、 又 は 処 理 し よ う と す る 同 項 各 号 に 掲 げ る 危 険 物 の 数 量

の 数 値 を そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る 数 量 の 数 値 で 除 し 、 そ れ ら の 商 を 加 え た 数 値 が 一 で あ

る場合の数 量とする。  

（所管行政 庁による指 示の対象と なる特定既 存耐震不適 格建築物の 要件） 

第 八 条  法 第 十 五 条 第 二 項 の 政 令 で 定 め る 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 は 、 次 に 掲 げ る 建 築 物

である特定 既存耐震不 適格建築物 とする。  

一 体育館（一般公共の 用に供され るものに限 る。）、ボーリング場、スケート場、水泳場

その他これ らに類する 運動施設  

二 病院又 は診療所  

三 劇場、 観覧場、映 画館又は演 芸場 

四 集会場 又は公会堂  

五 展示場  

六 百貨店 、マーケッ トその他の 物品販売業 を営む店舗  

七 ホテル 又は旅館  

八  老 人 福 祉 セ ン タ ー 、 児 童 厚 生 施 設 、 身 体 障 害 者 福 祉 セ ン タ ー そ の 他 こ れ ら に 類 す る も

の 

九 博物館 、美術館又 は図書館  

十 遊技場  

十一 公衆 浴場 

十 二  飲 食 店 、 キ ャ バ レ ー 、 料 理 店 、 ナ イ ト ク ラ ブ 、 ダ ン ス ホ ー ル そ の 他 こ れ ら に 類 す る

もの 

十三 理髪 店、質屋、 貸衣装屋、 銀行その他 これらに類 するサービ ス業を営む 店舗 

十 四  車 両 の 停 車 場 又 は 船 舶 若 し く は 航 空 機 の 発 着 場 を 構 成 す る 建 築 物 で 旅 客 の 乗 降 又 は

待合いの用 に供するも の 

十五 自動 車車庫その 他の自動車 又は自転車 の停留又は 駐車のため の施設で、 一般公共の

用に供され るもの 

十六 保健 所、税務署 その他これ らに類する 公益上必要 な建築物  

十七 幼稚 園、小学校 等又は幼保 連携型認定 こども園  

十八 老人 ホーム、老 人短期入所 施設、保育 所、福祉ホ ームその他 これらに類 するもの  

十九 法第 十四条第二 号に掲げる 建築物 

２  法 第 十 五 条 第 二 項 の 政 令 で 定 め る 規 模 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 建 築 物 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ
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ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る 床 面 積 の 合 計 （ 当 該 各 号 に 掲 げ る 建 築 物 の 用 途 に 供 す る 部 分 の 床 面

積の合計を いう。以下 この項にお いて同じ。 ）とする。  

一  前 項 第 一 号 か ら 第 十 六 号 ま で 又 は 第 十 八 号 に 掲 げ る 建 築 物 （ 保 育 所 を 除 く 。 ）  床 面

積の合計二 千平方メー トル 

二 幼稚園 、幼保連携 型認定こど も園又は保 育所 床面 積の合計七 百五十平方 メートル  

三 小学校 等 床面積 の合計千五 百平方メー トル 

四 前項第 十九号に掲 げる建築物  床面積の 合計五百平 方メートル  

３  前 項 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で の う ち 二 以 上 の 号 に 掲 げ る 建 築 物 の 用 途 を 兼 ね る 場 合 に お け

る 法 第 十 五 条 第 二 項 の 政 令 で 定 め る 規 模 は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 同 項 第 一 号 か ら 第

三 号 ま で に 掲 げ る 建 築 物 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 同 項 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で に 定 め る 床 面

積の合計に 相当するも のとして国 土交通省令 で定める床 面積の合計 とする。  

（特定既存 耐震不適格 建築物に係 る報告及び 立入検査）  

第 九 条  所 管 行 政 庁 は 、 法 第 十 五 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 、 前 条 第 一 項 の 特 定 既 存 耐 震 不 適 格

建 築 物 で 同 条 第 二 項 に 規 定 す る 規 模 以 上 の も の 及 び 法 第 十 五 条 第 二 項 第 四 号 に 掲 げ る 特 定

既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 所 有 者 に 対 し 、 こ れ ら の 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 に つ き 、 当 該

特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 設 計 及 び 施 工 並 び に 構 造 の 状 況 に 係 る 事 項 の う ち 地 震 に 対 す

る 安 全 性 に 係 る も の 並 び に 当 該 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 状 況

に関し報告 させること ができる。  

２  所 管 行 政 庁 は 、 法 第 十 五 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 、 そ の 職 員 に 、 前 条 第 一 項 の 特 定 既 存 耐

震 不 適 格 建 築 物 で 同 条 第 二 項 に 規 定 す る 規 模 以 上 の も の 及 び 法 第 十 五 条 第 二 項 第 四 号 に 掲

げ る 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 、 こ れ ら の 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 敷 地 又 は こ れ ら の

特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 工 事 現 場 に 立 ち 入 り 、 当 該 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 並 び に

当 該 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 の 敷 地 、 建 築 設 備 、 建 築 材 料 及 び 設 計 図 書 そ の 他 の 関 係 書

類を検査さ せることが できる。  

（基準適合 認定建築物 に係る報告 及び立入検 査） 

第十条 所 管行政庁は 、法第二十 四条第一項 の規定によ り、法第二 十二条第二 項の認定を 受

けた者に対 し、当該認 定に係る基 準適合認定 建築物につ き、当該基 準適合認定 建築物の設

計及び施工 並びに構造 の状況に係 る事項のう ち地震に対 する安全性 に係るもの 並びに当該

基準適合認 定建築物の 耐震診断の 状況に関し 報告させる ことができ る。 

２  所 管 行 政 庁 は 、 法 第 二 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 、 そ の 職 員 に 、 基 準 適 合 認 定 建 築 物 、

基 準 適 合 認 定 建 築 物 の 敷 地 又 は 基 準 適 合 認 定 建 築 物 の 工 事 現 場 に 立 ち 入 り 、 当 該 基 準 適 合

認 定 建 築 物 並 び に 当 該 基 準 適 合 認 定 建 築 物 の 敷 地 、 建 築 設 備 、 建 築 材 料 及 び 設 計 図 書 そ の

他の関係書 類を検査さ せることが できる。  

（要耐震改 修認定建築 物に係る報 告及び立入 検査） 

第 十 一 条  所 管 行 政 庁 は 、 法 第 二 十 七 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 、 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 の 区 分

所 有 者 に 対 し 、 当 該 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 に つ き 、 当 該 要 耐 震 改 修 認 定 建 築 物 の 設 計 及 び

施 工 並 び に 構 造 の 状 況 に 係 る 事 項 の う ち 地 震 に 対 す る 安 全 性 に 係 る も の 並 び に 当 該 要 耐 震
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改修認定建 築物の耐震 診断及び耐 震改修の状 況に関し報 告させるこ とができる 。 

２ 所管行 政庁は、法 第二十七条 第四項の規 定により、 その職員に 、要耐震改 修認定建築

物、要耐震 改修認定建 築物の敷地 又は要耐震 改修認定建 築物の工事 現場に立ち 入り、当該

要耐震改修 認定建築物 並びに当該 要耐震改修 認定建築物 の敷地、建 築設備、建 築材料及び

設計図書そ の他の関係 書類を検査 させること ができる。  

（独立行政 法人都市再 生機構の業 務の特例の 対象となる 建築物）  

第 十 二 条  法 第 二 十 九 条 の 政 令 で 定 め る 建 築 物 は 、 独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構 法 （ 平 成 十 五

年 法 律 第 百 号 ） 第 十 一 条 第 三 項 第 二 号 の 住 宅 （ 共 同 住 宅 又 は 長 屋 に 限 る 。 ） 又 は 同 項 第 四

号の施設で ある建築物 とする。  

 

   附  則 

（施行期日 ） 

第一条 こ の政令は、 法の施行の 日（平成七 年十二月二 十五日）か ら施行する 。 

（地震に対 する安全性 を緊急に確 かめる必要 がある大規 模な既存耐 震不適格建 築物の要件 ） 

第 二 条  法 附 則 第 三 条 第 一 項 の 政 令 で 定 め る 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 要

件のいずれ にも該当す るものとす る。 

一  第 八 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 建 築 物 で あ る こ と 。 た だ し 、 同 項 第 十 九 号 に 掲 げ る 建 築 物

（ 地 震 に よ る 当 該 建 築 物 の 倒 壊 に よ り 当 該 建 築 物 の 敷 地 外 に 被 害 を 及 ぼ す お そ れ が 大 き

いものとし て国土交通 大臣が定め る危険物を 貯蔵し、又は 処理しよう とするもの に限る。）

に あ っ て は 、 そ の 外 壁 又 は こ れ に 代 わ る 柱 の 面 か ら 敷 地 境 界 線 ま で の 距 離 が 、 当 該 危 険

物の区分に 応じ、国土 交通大臣が 定める距離 以下のもの に限る。  

二  次 の イ か ら ヘ ま で に 掲 げ る 建 築 物 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 イ か ら ヘ ま で に 定 め る

階 数 及 び 床 面 積 の 合 計 （ 当 該 イ か ら ヘ ま で に 掲 げ る 建 築 物 の 用 途 に 供 す る 部 分 の 床 面 積

の合計をい う。以下こ の項におい て同じ。） 以上のもの であること 。 

イ  第 八 条 第 一 項 第 一 号 か ら 第 七 号 ま で 又 は 第 九 号 か ら 第 十 六 号 ま で に 掲 げ る 建 築 物

（体育館（一 般公共の用 に供される ものに限る。ロにおいて 同じ。）を除 く。） 階数

三及び床面 積の合計五 千平方メー トル 

ロ 体育館  階数一及 び床面積の 合計五千平 方メートル  

ハ  第 八 条 第 一 項 第 八 号 又 は 第 十 八 号 に 掲 げ る 建 築 物 （ 保 育 所 を 除 く 。 ）  階 数 二 及 び

床面積の合 計五千平方 メートル  

ニ  幼 稚 園 、 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 又 は 保 育 所  階 数 二 及 び 床 面 積 の 合 計 千 五 百 平 方

メートル  

ホ 小学校 等 階数二 及び床面積 の合計三千 平方メート ル 

ヘ 第八条 第一項第十 九号に掲げ る建築物 階数一及び 床面積の合 計五千平方 メートル  

三 第三条 に規定する 建築物であ ること。  

２  前 項 第 二 号 イ か ら ホ ま で の う ち 二 以 上 に 掲 げ る 建 築 物 の 用 途 を 兼 ね る 場 合 に お け る 法 附

則 第 三 条 第 一 項 の 政 令 で 定 め る 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 同 項
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第 一 号 及 び 第 三 号 に 掲 げ る 要 件 の ほ か 、 同 項 第 二 号 イ か ら ホ ま で に 掲 げ る 建 築 物 の 区 分 に

応 じ 、 そ れ ぞ れ 同 号 イ か ら ホ ま で に 定 め る 階 数 及 び 床 面 積 の 合 計 以 上 の も の で あ る こ と に

相当するも のとして国 土交通省令 で定める要 件に該当す るものとす る。 

（要緊急安 全確認大規 模建築物に 係る報告及 び立入検査 ） 

第 三 条  第 五 条 の 規 定 は 、 要 緊 急 安 全 確 認 大 規 模 建 築 物 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い

て 、 同 条 中 「 法 第 十 三 条 第 一 項 」 と あ る の は 「 法 附 則 第 三 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 法 第

十三条第一 項」と、同条第一項中「法第七条」とあるのは「法附則第三条第 一項」と読み 替

えるものと する。 

 

   附  則  （ 平 成九 年 八 月 二九 日 政 令 第二 七 四 号 ） 

こ の 政 令 は 、 都 市 計 画 法 及 び 建 築 基 準 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 の 日 （ 平 成 九 年 九 月

一日）から 施行する。  

 

   附  則  （ 平 成一 一 年 一 月一 三 日 政 令第 五 号 ） 

こ の 政 令 は 、 建 築 基 準 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 一 部 の 施 行 の 日 （ 平 成 十 一 年 五 月 一 日 ）

から施行す る。 

 

   附  則  （ 平 成一 一 年 一 〇月 一 日 政 令第 三 一 二 号）  抄 

（施行期日 ） 

第 一 条  こ の 政 令 は 、 地 方 自 治 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 十 年 法 律 第 五 十 四 号 。 以 下

「法」とい う。）の施行 の日（平成 十二年四月 一日。以下「 施行日」と いう。）から 施行す

る。 

（許認可等 に関する経 過措置）  

第 十 三 条  施 行 日 前 に 法 に よ る 改 正 前 の そ れ ぞ れ の 法 律 若 し く は こ の 政 令 に よ る 改 正 前 の そ

れ ぞ れ の 政 令 の 規 定 に よ り 都 知 事 そ の 他 の 都 の 機 関 が 行 っ た 許 可 等 の 処 分 そ の 他 の 行 為

（ 以 下 こ の 条 に お い て 「 処 分 等 の 行 為 」 と い う 。 ） 又 は 施 行 日 前 に 法 に よ る 改 正 前 の そ れ

ぞ れ の 法 律 若 し く は こ の 政 令 に よ る 改 正 前 の そ れ ぞ れ の 政 令 の 規 定 に よ り こ れ ら の 機 関 に

対してされ た許可等の 申請その他 の行為（以下 この条にお いて「申請等 の行為」とい う。）

で 、 施 行 日 に お い て 特 別 区 の 区 長 そ の 他 の 機 関 が こ れ ら の 行 為 に 係 る 行 政 事 務 を 行 う こ と

と な る も の は 、 別 段 の 定 め が あ る も の の ほ か 、 施 行 日 以 後 に お け る 法 に よ る 改 正 後 の そ れ

ぞ れ の 法 律 又 は こ の 政 令 に よ る 改 正 後 の そ れ ぞ れ の 政 令 の 適 用 に つ い て は 、 法 に よ る 改 正

後 の そ れ ぞ れ の 法 律 若 し く は こ の 政 令 に よ る 改 正 後 の そ れ ぞ れ の 政 令 の 相 当 規 定 に よ り さ

れた処分等 の行為又は 申請等の行 為とみなす 。 

２  施 行 日 前 に 法 に よ る 改 正 前 の そ れ ぞ れ の 法 律 又 は こ の 政 令 に よ る 改 正 前 の そ れ ぞ れ の 政

令 の 規 定 に よ り 都 知 事 そ の 他 の 機 関 に 対 し 報 告 、 届 出 そ の 他 の 手 続 を し な け れ ば な ら な い

事 項 で 、 施 行 日 前 に そ の 手 続 が さ れ て い な い も の に つ い て は 、 別 段 の 定 め が あ る も の の ほ

か 、 こ れ を 、 法 に よ る 改 正 後 の そ れ ぞ れ の 法 律 又 は こ の 政 令 に よ る 改 正 後 の 政 令 の 相 当 規
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定 に よ り 特 別 区 の 区 長 そ の 他 の 相 当 の 機 関 に 対 し て 報 告 、 届 出 そ の 他 の 手 続 を し な け れ ば

な ら な い 事 項 に つ い て そ の 手 続 が さ れ て い な い も の と み な し て 、 法 に よ る 改 正 後 の そ れ ぞ

れの法律又 はこの政令 による改正 後のそれぞ れの政令の 規定を適用 する。 

 

   附  則  （ 平 成一 一 年 一 一月 一 〇 日 政令 第 三 五 二号 ）  抄 

（施行期日 ） 

第一条 こ の政令は、 平成十二年 四月一日か ら施行する 。 

 

   附  則  （ 平 成一 六 年 六 月二 三 日 政 令第 二 一 〇 号）  抄 

（施行期日 ） 

第 一 条  こ の 政 令 は 、 建 築 物 の 安 全 性 及 び 市 街 地 の 防 災 機 能 の 確 保 等 を 図 る た め の 建 築 基 準

法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 十 六 年 法 律 第 六 十 七 号 ） 附 則 第 一 条 第 一 号 に 掲 げ る 規 定

の施行の日 （平成十六 年七月一日 ）から施行 する。 

 

   附  則  （ 平 成一 八 年 一 月二 五 日 政 令第 八 号 ） 

こ の 政 令 は 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 の 日 （ 平

成十八年一 月二十六日 ）から施行 する。 

 

   附  則  （ 平 成一 八 年 九 月二 六 日 政 令第 三 二 〇 号） 

この政令は 、障害者自 立支援法の 一部の施行 の日（平成 十八年十月 一日）から 施行する。  

 

   附  則  （ 平 成一 九 年 三 月二 二 日 政 令第 五 五 号 ） 抄 

（施行期日 ） 

第一条 こ の政令は、 平成十九年 四月一日か ら施行する 。 

 

   附  則  （ 平 成一 九 年 八 月三 日 政 令 第二 三 五 号 ） 抄 

（施行期日 ） 

第一条 こ の政令は、 平成十九年 十月一日か ら施行する 。 

 

   附  則  （ 平 成二 五 年 一 〇月 九 日 政 令第 二 九 四 号）  抄 

（施行期日 ） 

１ この政 令は、建築物 の耐震改修 の促進に関 する法律の 一部を改正 する法律の 施行の日（平

成二十五年 十一月二十 五日）から 施行する。  

 

   附  則  （ 平 成二 六 年 一 二月 二 四 日 政令 第 四 一 二号 ）  抄 

（施行期日 ） 

１ この政 令は、子ど も・子育て 支援法の施 行の日から 施行する。  



 

- 52 - 

 

   附  則  （ 平 成二 七 年 一 月二 一 日 政 令第 一 一 号 ） 抄 

（施行期日 ） 

第一条 こ の政令は、建 築基準法の 一部を改正 する法律の 施行の日（平 成二十七年 六月一日）

から施行す る。 

 

   附  則  （ 平 成二 七 年 一 二月 一 六 日 政令 第 四 二 一号 ） 

この政令は 、平成二十 八年四月一 日から施行 する。 

 

   附  則  （ 平 成二 八 年 二 月一 七 日 政 令第 四 三 号 ） 抄 

（施行期日 ） 

第一条 こ の政令は、 改正法施行 日（平成二 十八年四月 一日）から 施行する。  

 

   附  則  （ 平 成二 九 年 三 月二 三 日 政 令第 四 〇 号 ） 抄 

（施行期日 ） 

第一条 こ の政令は、 第五号施行 日（平成二 十九年四月 一日）から 施行する。  

 

   附  則  （ 平 成三 〇 年 一 一月 三 〇 日 政令 第 三 二 三号 ） 

この政令は 、平成三十 一年一月一 日から施行 する。 
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■資料-7 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための  

基本的な方針 

平成１８年１月２６日国土交通省告示１８４号 

最終改正：令和３年１２月２１日国土交通省告示第１５３７号 

 

平成七年一 月の阪神・淡路大震災で は、地震によ り六千四百 三十四人の 尊い命が奪 われた。

こ の う ち 地 震 に よ る 直 接 的 な 死 者 数 は 五 千 五 百 二 人 で あ り 、 さ ら に こ の 約 九 割 の 四 千 八 百 三

十 一 人 が 住 宅 ・ 建 築 物 の 倒 壊 等 に よ る も の で あ っ た 。 こ の 教 訓 を 踏 ま え て 、 建 築 物 の 耐 震 改

修の促進に 関する法律 （以下「法 」という。 ）が制定さ れた。 

し か し 近 年 、 平 成 十 六 年 十 月 の 新 潟 県 中 越 地 震 、 平 成 十 七 年 三 月 の 福 岡 県 西 方 沖 地 震 、 平

成 二 十 年 六 月 の 岩 手 ・ 宮 城 県 内 陸 地 震 、 平 成 二 十 八 年 四 月 の 熊 本 地 震 、 平 成 三 十 年 九 月 の 北

海 道 胆 振 東 部 地 震 な ど 大 地 震 が 頻 発 し て お り 、 特 に 平 成 二 十 三 年 三 月 に 発 生 し た 東 日 本 大 震

災 は 、 こ れ ま で の 想 定 を は る か に 超 え る 巨 大 な 地 震 ・ 津 波 に よ り 、 一 度 の 災 害 で 戦 後 最 大 の

人 命 が 失 わ れ る な ど 、 甚 大 な 被 害 を も た ら し た 。 ま た 、 東 日 本 大 震 災 に お い て は 、 津 波 に よ

る 沿 岸 部 の 建 築 物 の 被 害 が 圧 倒 的 で あ っ た が 、 内 陸 市 町 村 に お い て も 建 築 物 に 大 き な 被 害 が

発 生 し た 。 さ ら に 、 平 成 三 十 年 六 月 の 大 阪 府 北 部 を 震 源 と す る 地 震 に お い て は 塀 に 被 害 が 発

生 し た 。 こ の よ う に 、 我 が 国 に お い て 、 大 地 震 は い つ ど こ で 発 生 し て も お か し く な い 状 況 に

あ る と の 認 識 が 広 が っ て い る 。 ま た 、 南 海 ト ラ フ 地 震 、 日 本 海 溝 ・ 千 島 海 溝 周 辺 海 溝 型 地 震

及 び 首 都 直 下 地 震 に つ い て は 、 発 生 の 切 迫 性 が 指 摘 さ れ 、 ひ と た び 地 震 が 発 生 す る と 被 害 は

甚 大 な も の と 想 定 さ れ て お り 、 特 に 、 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 に つ い て は 、 東 日 本 大 震 災 を 上 回

る被害が想 定されてい る。 

建 築 物 の 耐 震 改 修 に つ い て は 、 建 築 物 の 耐 震 化 緊 急 対 策 方 針 （ 平 成 十 七 年 九 月 中 央 防 災 会

議 決 定 ） に お い て 、 全 国 的 に 取 り 組 む べ き 「 社 会 全 体 の 国 家 的 な 緊 急 課 題 」 と さ れ る と と も

に 、 南 海 ト ラ フ 地 震 防 災 対 策 推 進 基 本 計 画 （ 令 和 三 年 五 月 中 央 防 災 会 議 決 定 ） に お い て 、 十

年 後 に 死 者 数 を お お む ね 八 割 、 建 築 物 の 全 壊 棟 数 を お お む ね 五 割 、 被 害 想 定 か ら 減 少 さ せ る

と い う 目 標 の 達 成 の た め 、 重 点 的 に 取 り 組 む べ き も の と し て 位 置 づ け ら れ て い る と こ ろ で あ

る。また、首 都直下地震 緊急対策推 進基本計画（ 平成二十七 年三月閣議 決定）におい ては、十

年 後 に 死 者 数 及 び 建 築 物 の 全 壊 棟 数 を 被 害 想 定 か ら 半 減 さ せ る と い う 目 標 の 達 成 の た め 、 あ

ら ゆ る 対 策 の 大 前 提 と し て 強 力 に 推 進 す べ き も の と し て 位 置 づ け ら れ て い る と こ ろ で あ る 。

特 に 切 迫 性 の 高 い 地 震 に つ い て は 発 生 ま で の 時 間 が 限 ら れ て い る こ と か ら 、 効 果 的 か つ 効 率

的に建築物 の耐震改修 等を実施す ることが求 められてい る。 

こ の 告 示 は 、 こ の よ う な 認 識 の 下 に 、 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図 る た め 、

基本的な方 針を定める ものである 。 

一 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の促進に 関する基本 的な事項  

１ 国、地 方公共団体 、所有者等 の役割分担  

住宅・建築 物 の耐震化の 促進のため には、まず、住宅・建築 物 の所有者等 が、地域防災

対 策 を 自 ら の 問 題 、 地 域 の 問 題 と し て 意 識 し て 取 り 組 む こ と が 不 可 欠 で あ る 。 国 及 び 地
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方 公 共 団 体 は 、 こ う し た 所 有 者 等 の 取 組 を で き る 限 り 支 援 す る と い う 観 点 か ら 、 所 有 者

等 に と っ て 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 を 行 い や す い 環 境 の 整 備 や 負 担 軽 減 の た め の 制 度 の 構

築 な ど 必 要 な 施 策 を 講 じ 、 耐 震 改 修 の 実 施 の 阻 害 要 因 と な っ て い る 課 題 を 解 決 し て い く

べきである 。 

２ 公共建 築物の耐震 化の促進  

公 共 建 築 物 に つ い て は 、 災 害 時 に は 学 校 は 避 難 場 所 等 と し て 活 用 さ れ 、 病 院 で は 災 害

に よ る 負 傷 者 の 治 療 が 、 国 及 び 地 方 公 共 団 体 の 庁 舎 で は 被 害 情 報 収 集 や 災 害 対 策 指 示 が

行 わ れ る な ど 、 多 く の 公 共 建 築 物 が 応 急 活 動 の 拠 点 と し て 活 用 さ れ る 。 こ の た め 、 平 常

時 の 利 用 者 の 安 全 確 保 だ け で な く 、 災 害 時 の 拠 点 施 設 と し て の 機 能 確 保 の 観 点 か ら も 公

共 建 築 物 の 耐 震 性 確 保 が 求 め ら れ る と の 認 識 の も と 、 強 力 に 公 共 建 築 物 の 耐 震 化 の 促 進

に 取 り 組 む べ き で あ る 。 具 体 的 に は 、 国 及 び 地 方 公 共 団 体 は 、 各 施 設 の 耐 震 診 断 を 速 や

か に 行 い 、 耐 震 性 に 係 る リ ス ト を 作 成 及 び 公 表 す る と と も に 、 構 造 耐 力 上 主 要 な 部 分 に

加 え 、 非 構 造 部 材 及 び 建 築 設 備 に 係 る よ り 高 い 耐 震 性 の 確 保 に 配 慮 し つ つ 、 整 備 目 標 及

び 整 備 プ ロ グ ラ ム の 策 定 等 を 行 い 、 計 画 的 か つ 重 点 的 な 耐 震 化 の 促 進 に 積 極 的 に 取 り 組

むべきであ る。 

ま た 、 公 共 建 築 物 に つ い て 、 法 第 二 十 二 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ く 表 示 を 積 極 的 に 活 用

すべきであ る。 

３ 法に基 づく指導等 の実施 

所 管 行 政 庁 は 、 法 に 基 づ く 指 導 等 を 次 の イ か ら ハ ま で に 掲 げ る 建 築 物 の 区 分 に 応 じ 、

それぞれ当 該イからハ までに定め る措置を適 切に実施す べきである 。 

イ 耐震診 断義務付け 対象建築物  

法 第 七 条 に 規 定 す る 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 に つ い て は 、 所 管 行 政 庁 は 、 そ の 所

有 者 に 対 し て 、 所 有 す る 建 築 物 が 耐 震 診 断 の 実 施 及 び 耐 震 診 断 の 結 果 の 報 告 義 務 の 対

象 建 築 物 と な っ て い る 旨 の 十 分 な 周 知 を 行 い 、 そ の 確 実 な 実 施 を 図 る べ き で あ る 。 ま

た 、 期 限 ま で に 耐 震 診 断 の 結 果 を 報 告 し な い 所 有 者 に 対 し て は 、 個 別 の 通 知 等 を 行 う

こ と に よ り 、 耐 震 診 断 結 果 の 報 告 を す る よ う に 促 し 、 そ れ で も な お 報 告 し な い 場 合 に

あっては、法第八条第一 項の規定に 基づき、当該所有者に対 し、相当の期限を定めて 、

耐 震 診 断 の 結 果 の 報 告 を 行 う べ き こ と を 命 ず る と と も に 、 そ の 旨 を 公 報 、 ホ ー ム ペ ー

ジ等で公表 すべきであ る。 

法 第 九 条 （ 法 附 則 第 三 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に 基 づ く 報

告 の 内 容 の 公 表 に つ い て は 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 （ 平 成 七

年建設省令 第二十八号。以下「規則」という。）第 二十二条（規 則附則第三 条において

準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 、 所 管 行 政 庁 は 、 当 該 報 告 の 内 容 を と り ま と め

た 上 で 公 表 し な け れ ば な ら な い が 、 当 該 公 表 後 に 耐 震 改 修 等 に よ り 耐 震 性 が 確 保 さ れ

た 建 築 物 に つ い て は 、 公 表 内 容 に そ の 旨 を 付 記 す る な ど 、 迅 速 に 耐 震 改 修 等 に 取 り 組

ん だ 建 築 物 所 有 者 が 不 利 に な る こ と の な い よ う 、 営 業 上 の 競 争 環 境 等 に も 十 分 に 配 慮

し、丁寧な 運用を行う べきである 。 
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ま た 、 所 管 行 政 庁 は 、 報 告 さ れ た 耐 震 診 断 の 結 果 を 踏 ま え 、 耐 震 診 断 義 務 付 け 対 象

建 築 物 （ 法 第 七 条 に 規 定 す る 要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 及 び 法 附 則 第 三 条 第 一 項 に 規

定 す る 要 緊 急 安 全 確 認 大 規 模 建 築 物 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 所 有 者 に 対 し て 、 法 第 十

二 条 第 一 項 （ 法 附 則 第 三 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に 基 づ く 指

導 及 び 助 言 を 実 施 す べ き で あ る 。 ま た 、 指 導 に 従 わ な い 者 に 対 し て は 同 条 第 二 項 の 規

定 に 基 づ き 必 要 な 指 示 を 行 い 、 正 当 な 理 由 が な く 、 そ の 指 示 に 従 わ な か っ た と き は 、

その旨を公 報、ホーム ページ等を 通じて公表 すべきであ る。 

さ ら に 、 指 導 ・ 助 言 、 指 示 等 を 行 っ た に も か か わ ら ず 、 当 該 耐 震 診 断 義 務 付 け 対 象

建 築 物 の 所 有 者 が 必 要 な 対 策 を と ら な か っ た 場 合 に は 、 所 管 行 政 庁 は 、 構 造 耐 力 上 主

要 な 部 分 の 地 震 に 対 す る 安 全 性 に つ い て 著 し く 保 安 上 危 険 で あ る と 認 め ら れ る 建 築 物

（ 別 添 の 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 実 施 に つ い て 技 術 上 の 指 針 と な る べ き 事 項

（ 以 下 「 技 術 指 針 事 項 」 と い う 。 ） 第 一 第 一 号 又 は 第 二 号 の 規 定 に よ り 構 造 耐 力 上 主

要な部分の 地震に対す る安全性を 評価した結 果、地震の震 動及び衝撃 に対して倒 壊し、

又 は 崩 壊 す る 危 険 性 が 高 い と 判 断 さ れ た 建 築 物 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に つ い て は 速 や

かに建築基 準法（昭和二 十五年法律 第二百一号）第十条第三 項の規定に 基づく命令 を、

損 傷 、 腐 食 そ の 他 の 劣 化 が 進 み 、 そ の ま ま 放 置 す れ ば 著 し く 保 安 上 危 険 と な る お そ れ

が あ る と 認 め ら れ る 建 築 物 に つ い て は 、 同 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 勧 告 や 同 条 第 二 項

の規定に基 づく命令を 行うべきで ある。 

ロ 指示対 象建築物  

法 第 十 五 条 第 二 項 に 規 定 す る 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 （ 以 下 「 指 示 対 象 建 築 物 」

という。）については、所 管行政庁は、その所有者 に対して、所 有する建築 物が指示対

象 建 築 物 で あ る 旨 の 周 知 を 図 る と と も に 、 同 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 指 導 及 び 助 言 を

実 施 す る よ う 努 め 、 指 導 に 従 わ な い 者 に 対 し て は 同 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 必 要 な 指

示 を 行 い 、 正 当 な 理 由 が な く 、 そ の 指 示 に 従 わ な か っ た と き は 、 そ の 旨 を 公 報 、 ホ ー

ムページ等 を通じて公 表すべきで ある。 

ま た 、 指 導 ・ 助 言 、 指 示 等 を 行 っ た に も か か わ ら ず 、 当 該 指 示 対 象 建 築 物 の 所 有 者

が 必 要 な 対 策 を と ら な か っ た 場 合 に は 、 所 管 行 政 庁 は 、 構 造 耐 力 上 主 要 な 部 分 の 地 震

に 対 す る 安 全 性 に つ い て 著 し く 保 安 上 危 険 で あ る と 認 め ら れ る 建 築 物 に つ い て は 速 や

かに建築基 準法第十条 第三項の規 定に基づく 命令を、損傷 、腐食その他 の劣化が進 み、

そ の ま ま 放 置 す れ ば 著 し く 保 安 上 危 険 と な る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る 建 築 物 に つ い

て は 、 同 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 勧 告 や 同 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ く 命 令 を 行 う べ き で

ある。 

ハ 指導・ 助言対象建 築物 

法 第 十 四 条 に 規 定 す る 特 定 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 （ 指 示 対 象 建 築 物 を 除 く 。 ） に つ

い て は 、 所 管 行 政 庁 は 、 そ の 所 有 者 に 対 し て 、 法 第 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 指 導

及 び 助 言 を 実 施 す る よ う 努 め る べ き で あ る 。 ま た 、 法 第 十 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 既 存

耐 震 不 適 格 建 築 物 に つ い て も 、 所 管 行 政 庁 は 、 そ の 所 有 者 に 対 し て 、 同 条 第 二 項 の 規
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定に基づく 指導及び助 言を実施す るよう努め るべきであ る。 

４ 計画の 認定等によ る耐震改修 の促進 

所 管 行 政 庁 は 、 法 第 十 七 条 第 三 項 の 計 画 の 認 定 、 法 第 二 十 二 条 第 二 項 の 認 定 、 法 第 二

十五条第二 項の認定に ついて、適切 かつ速やか な認定が行 われるよう 努めるべき である。 

国 は 、 こ れ ら の 認 定 に つ い て 、 所 管 行 政 庁 に よ る 適 切 か つ 速 や か な 認 定 が 行 わ れ る よ

う、必要な 助言、情報 提供等を行 うこととす る。 

５ 所有者 等の費用負 担の軽減等  

耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 に 要 す る 費 用 は 、 建 築 物 の 状 況 や 工 事 の 内 容 に よ り 様 々 で あ る

が 、 相 当 の 費 用 を 要 す る こ と か ら 、 所 有 者 等 の 費 用 負 担 の 軽 減 を 図 る こ と が 課 題 と な っ

て い る 。 こ の た め 、 地 方 公 共 団 体 は 、 所 有 者 等 に 対 す る 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 に 係 る 助

成 制 度 等 の 整 備 や 耐 震 改 修 促 進 税 制 の 普 及 に 努 め 、 密 集 市 街 地 や 緊 急 輸 送 道 路 ・ 避 難 路

沿 い の 建 築 物 の 耐 震 化 を 促 進 す る な ど 、 重 点 的 な 取 組 を 行 う こ と が 望 ま し い 。 特 に 、 耐

震 診 断 義 務 付 け 対 象 建 築 物 に つ い て は 早 急 な 耐 震 診 断 の 実 施 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 が 求 め

ら れ る こ と か ら 、 特 に 重 点 的 な 予 算 措 置 が 講 じ ら れ る こ と が 望 ま し い 。 国 は 、 地 方 公 共

団 体 に 対 し 、 必 要 な 助 言 、 補 助 ・ 交 付 金 、 税 の 優 遇 措 置 等 の 制 度 に 係 る 情 報 提 供 等 を 行

うこととす る。 

ま た 、 法 第 三 十 二 条 の 規 定 に 基 づ き 指 定 さ れ た 耐 震 改 修 支 援 セ ン タ ー （ 以 下 「 セ ン タ

ー」という 。）が債務保証 業務、情報提 供業務等を 行うことと しているが、国は、センタ

ー を 指 定 し た 場 合 に お い て は 、 セ ン タ ー の 業 務 が 適 切 に 運 用 さ れ る よ う 、 セ ン タ ー に 対

し て 必 要 な 指 導 等 を 行 う と と も に 、 地 方 公 共 団 体 に 対 し 、 必 要 な 情 報 提 供 等 を 行 う こ と

とする。  

さ ら に 、 所 有 者 等 が 耐 震 改 修 工 事 を 行 う 際 に 仮 住 居 の 確 保 が 必 要 と な る 場 合 に つ い て

は、地方公 共団体が、 公共賃貸住 宅の空室の 紹介等に努 めることが 望ましい。  

６ 相談体 制の整備及 び情報提供 の充実 

近 年 、 悪 質 な リ フ ォ ー ム 工 事 詐 欺 に よ る 被 害 が 社 会 問 題 と な っ て お り 、 住 宅 ・ 建 築 物

の 所 有 者 等 が 安 心 し て 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 を 実 施 で き る 環 境 整 備 が 重 要 な 課 題 と な っ

ている。特 に、「どの事 業者に頼め ばよいか」、「工事費用 は適正か」、「工事内容 は適

切か」、「改修の効果は あるのか」等の不安に 対応する必 要がある。このため、国は、セ

ン タ ー 等 と 連 携 し 、 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 に 関 す る 相 談 窓 口 を 設 置 す る と と も に 、 耐 震

診 断 及 び 耐 震 改 修 の 実 施 が 可 能 な 建 築 士 及 び 事 業 者 の 一 覧 や 、 耐 震 改 修 工 法 の 選 択 や 耐

震 診 断 ・ 耐 震 改 修 費 用 の 判 断 の 参 考 と な る 事 例 集 を 作 成 し 、 ホ ー ム ペ ー ジ 等 で 公 表 を 行

い、併せて 、地方公共団 体に対し、必 要な助言、情 報提供等を 行うことと する。また 、地

方 公 共 団 体 は 、 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 に 関 す る 相 談 窓 口 を 設 置 し 、 所 有 者 等 の 個 別 の 事

情に応じた 助言を行う よう努める べきである とともに、関 係部局、セン ター等と連 携し、

先進的な取 組事例、耐震 改修事例、一 般的な工事 費用、専門家・事業者 情報 、助成制度概

要等につい て、情報提 供の充実を 図ることが 望ましい。  

７ 専門家 ・事業者の 育成及び技 術開発 
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適 切 な 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 が 行 わ れ る た め に は 、 専 門 家 ・ 事 業 者 が 耐 震 診 断 及 び 耐

震 改 修 に つ い て 必 要 な 知 識 、 技 術 等 の 更 な る 習 得 に 努 め 、 資 質 の 向 上 を 図 る こ と が 望 ま

し い 。 国 及 び 地 方 公 共 団 体 は 、 セ ン タ ー 等 の 協 力 を 得 て 、 講 習 会 や 研 修 会 の 開 催 、 受 講

者 の 登 録 ・ 紹 介 制 度 の 整 備 等 に 努 め る も の と す る 。 特 に 、 耐 震 診 断 義 務 付 け 対 象 建 築 物

の 耐 震 診 断 が 円 滑 に 行 わ れ る よ う 、 国 は 、 登 録 資 格 者 講 習 （ 規 則 第 ５ 条 に 規 定 す る 登 録

資 格 者 講 習 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 十 分 な 頻 度 に よ る 実 施 、 建 築 士 に よ る 登 録 資 格 者 講

習の受講の 促進のため の情報提供 の充実を図 るものとす る。 

ま た 、 簡 易 な 耐 震 改 修 工 法 の 開 発 や コ ス ト ダ ウ ン 等 が 促 進 さ れ る よ う 、 国 及 び 地 方 公

共 団 体 は 、 関 係 団 体 と 連 携 を 図 り 、 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 に 関 す る 調 査 及 び 研 究 を 実 施

することと する。 

８ 地域に おける取組 の推進 

地 方 公 共 団 体 は 、 地 域 に 根 ざ し た 専 門 家 ・ 事 業 者 の 育 成 、 町 内 会 や 学 校 等 を 単 位 と し

た 地 震 防 災 対 策 へ の 取 組 の 推 進 、 Ｎ Ｐ Ｏ と の 連 携 や 地 域 に お け る 取 組 に 対 す る 支 援 、 地

域 ご と に 関 係 団 体 等 か ら な る 協 議 会 の 設 置 等 を 行 う こ と が 考 え ら れ る 。 国 は 、 地 方 公 共

団体に対し 、必要な助 言、情報提 供等を行う こととする 。 

９ その他 の地震時の 安全対策  

地方公共団 体及び関係 団体は、ブロ ック塀等の 倒壊防止、屋 根瓦、窓ガラ ス、天井、外

壁 等 の 非 構 造 部 材 の 脱 落 防 止 、 地 震 時 の エ レ ベ ー タ ー 内 の 閉 じ 込 め 防 止 、 エ ス カ レ ー タ

ー の 脱 落 防 止 、 給 湯 設 備 の 転 倒 防 止 、 配 管 等 の 設 備 の 落 下 防 止 等 の 対 策 を 所 有 者 等 に 促

すとともに、自らが所有 する建築物 については これらの対 策の実施に 努めるべき である。

さ ら に 、 こ れ ら の 対 策 に 係 る 建 築 基 準 法 令 の 規 定 に 適 合 し な い 建 築 物 で 同 法 第 三 条 第 二

項 の 適 用 を 受 け て い る も の に つ い て は 、 改 修 の 実 施 及 び そ の 促 進 を 図 る べ き で あ る 。 ま

た、南海トラ フ沿いの巨 大地震によ る長周期地 震動に関す る報告（平成 二十七年十 二月）

を 踏 ま え て 、 長 周 期 地 震 動 対 策 を 推 進 す べ き で あ る 。 国 は 、 地 方 公 共 団 体 及 び 関 係 団 体

に対し、必 要な助言、 情報提供等 を行うこと とする。  

二 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の実施に 関する目標 の設定に関 する事項  

１ 建築物 の耐震化の 現状 

平成三十年 の統計調査 に基づき、 我が国の住 宅について は総数約五 千三百六十 万戸の

うち、約七 百万戸（約 十三パーセ ント）が耐 震性が不十 分であり、 耐震化率は 約八十七

パーセント と推計され ている。こ の推計では 、耐震性が 不十分な住 宅は、平成 十五年の

約千百五十 万戸から十 五年間で約 四百五十万 戸減少し、 そのうち耐 震改修によ るものは

十五年間で 約七十五万 戸と推計さ れている。  

また、耐震診 断義務付け 対象建築物 のうち、要緊 急安全確認 大規模建築 物について は、

令和三年四 月一日時点 で耐震診断 結果が公表 されている 約一万千棟 のうち、約千 百棟（約

十 パ ー セ ン ト ） が 耐 震 性 が 不 十 分 で あ り 、 耐 震 化 率 は 約 九 十 パ ー セ ン ト で あ る 。 な お 、

要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物 を 含 め た 場 合 の 耐 震 化 率 は 、 約 七 十 三 パ ー セ ン ト と な っ て い

る。 
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２ 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の目標の 設定 

南 海 ト ラ フ 地 震 防 災 対 策 推 進 基 本 計 画 、 首 都 直 下 地 震 緊 急 対 策 推 進 基 本 計 画 及 び 住 生

活 基 本 計 画 （ 令 和 三 年 三 月 閣 議 決 定 ） に お け る 目 標 を 踏 ま え 、 令 和 十 二 年 ま で に 耐 震 性

が 不 十 分 な 住 宅 を 、 令 和 七 年 ま で に 耐 震 性 が 不 十 分 な 耐 震 診 断 義 務 付 け 対 象 建 築 物 を 、

それぞれお おむね解消 することを 目標とする 。 

三 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の実施に ついて技術 上の指針と なるべき事 項 

建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 は 、 既 存 の 建 築 物 に つ い て 、 現 行 の 耐 震 関 係 規 定 に 適 合

し て い る か ど う か を 調 査 し 、 こ れ に 適 合 し な い 場 合 に は 、 適 合 さ せ る た め に 必 要 な 改 修 を

行 う こ と が 基 本 で あ る 。 し か し な が ら 、 既 存 の 建 築 物 に つ い て は 、 耐 震 関 係 規 定 に 適 合 し

て い る こ と を 詳 細 に 調 査 す る こ と や 、 適 合 し な い 部 分 を 完 全 に 適 合 さ せ る こ と が 困 難 な 場

合 が あ る 。 こ の よ う な 場 合 に は 、 建 築 物 の 所 有 者 等 は 、 技 術 指 針 事 項 に 基 づ い て 耐 震 診 断

を行い、そ の結果に基 づいて必要 な耐震改修 を行うべき である。  

四 建築物 の地震に対 する安全性 の向上に関 する啓発及 び知識の普 及に関する 基本的な事 項 

建 築 物 の 所 有 者 等 が 、 地 震 防 災 対 策 を 自 ら の 問 題 、 地 域 の 問 題 と し て 意 識 す る こ と が で

き る よ う 、 地 方 公 共 団 体 は 、 過 去 に 発 生 し た 地 震 の 被 害 と 対 策 、 発 生 の お そ れ が あ る 地 震

の概要と地 震による危 険性の程度 等を記載し た地図（以下「地震防災マ ップ」という 。）、

建 築 物 の 耐 震 性 能 や 免 震 等 の 技 術 情 報 、 地 域 で の 取 組 の 重 要 性 等 に つ い て 、 関 係 部 局 と 連

携 し つ つ 、 町 内 会 等 や 各 種 メ デ ィ ア を 活 用 し て 啓 発 及 び 知 識 の 普 及 を 図 る こ と が 考 え ら れ

る。国は、 地方公共団 体に対し、 必要な助言 及び情報提 供等を行う こととする 。 

ま た 、 地 方 公 共 団 体 が 適 切 な 情 報 提 供 を 行 う こ と が で き る よ う 、 地 方 公 共 団 体 と セ ン タ

ーとの間で 必要な情報 の共有及び 連携が図ら れることが 望ましい。  

五  都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 の 策 定 に 関 す る 基 本 的 な 事 項 そ の 他 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐

震改修の促 進に関する 重要事項  

１ 都道府 県耐震改修 促進計画の 策定に関す る基本的な 事項 

イ 都道府 県耐震改修 促進計画の 基本的な考 え方 

都 道 府 県 は 、 法 第 五 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 （ 以 下 単 に

「都道府県 耐震改修促 進計画」とい う。）の改定に当たって は、道路部局 、防災部局、

衛生部局、観 光部局、商工 部局、福祉部 局、教育委員 会等とも連 携するとと もに、都道

府 県 内 の 市 町 村 の 耐 震 化 の 目 標 や 施 策 と の 整 合 を 図 る た め 、 市 町 村 と 協 議 会 を 設 置 す

る 等 の 取 組 を 行 い な が ら 、 市 町 村 の 区 域 を 越 え る 広 域 的 な 見 地 か ら の 調 整 を 図 る 必 要

が あ る 施 策 等 を 中 心 に 見 直 す こ と が 考 え ら れ 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律

施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 平 成 三 十 年 政 令 第 三 百 二 十 三 号 。 以 下 「 改 正 令 」 と い

う。）の施行に伴う改定 を行ってい ない都道府 県にあって は、改正令の趣旨を踏ま え、

できるだけ 速やかに改 定すべきで ある。 

ま た 、 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 基 づ く 施 策 が 効 果 的 に 実 現 で き る よ う 、 そ の 改

定 に 当 た っ て は 、 法 に 基 づ く 指 導 ・ 助 言 、 指 示 等 を 行 う 所 管 行 政 庁 と 十 分 な 調 整 を 行

うべきであ る。 
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な お 、 都 道 府 県 は 、 耐 震 化 の 進 捗 状 況 や 新 た な 施 策 の 実 施 等 に あ わ せ て 、 適 宜 、 都

道府県耐震 改修促進計 画の見直し を行うこと が望ましい 。 

ロ 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の実施に 関する目標  

都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に お い て は 、 二 ２ の 目 標 を 踏 ま え 、 各 都 道 府 県 に お い て

想 定 さ れ る 地 震 の 規 模 、 被 害 の 状 況 、 建 築 物 の 耐 震 化 の 現 状 等 を 勘 案 し 、 目 標 を 定 め

る こ と と す る 。 な お 、 都 道 府 県 は 、 定 め た 目 標 に つ い て 、 一 定 期 間 ご と に 検 証 す る べ

きである。  

特 に 耐 震 診 断 義 務 付 け 対 象 建 築 物 に つ い て は 、 早 急 に 耐 震 化 を 促 進 す べ き 建 築 物 で

あ る 。 こ の た め 、 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 法 第 五 条 第 三 項 第 一 号 及 び 第 二 号 に 定

め る 事 項 を 記 載 す る 場 合 に お い て は 早 期 に 記 載 す る と と も に 、 二 ２ の 目 標 を 踏 ま え 、

耐 震 診 断 義 務 付 け 対 象 建 築 物 の 耐 震 化 の 目 標 を 設 定 す べ き で あ る 。 ま た 、 耐 震 診 断 結

果の報告を 踏まえ、耐 震化の状況 を検証すべ きである。  

さらに、庁舎、病院、学校等の公共建 築物につい ては、関係部局と協力し、可能な限

り 用 途 ご と に 目 標 を 設 定 す べ き で あ る 。 こ の た め 、 国 土 交 通 省 は 関 係 省 庁 と 連 携 を 図

り、都道府 県に対し、 必要な助言 及び情報提 供を行うこ ととする。  

ハ 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の促進を 図るための 施策 

都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に お い て は 、 都 道 府 県 、 市 町 村 、 建 築 物 の 所 有 者 等 と の

役割分担の 考え方、実施 する事業の 方針等基本 的な取組方 針について 定めるとと もに、

具 体 的 な 支 援 策 の 概 要 、 安 心 し て 耐 震 改 修 等 を 行 う こ と が で き る よ う に す る た め の 環

境整備、地 震時の総合 的な安全対 策に関する 事業の概要 等を定める ことが望ま しい。 

また、庁舎、病院、学校等の公共建築 物について は、関係部局と協力し、耐震診断を

行 い 、 そ の 結 果 の 公 表 に 取 り 組 む と と も に 、 重 点 化 を 図 り な が ら 着 実 な 耐 震 化 を 推 進

するため、 具体的な整 備プログラ ム等を作成 することが 望ましい。  

法 第 五 条 第 三 項 第 一 号 の 規 定 に 基 づ き 定 め る べ き 公 益 上 必 要 な 建 築 物 は 、 地 震 時 に

お け る 災 害 応 急 対 策 の 拠 点 と な る 施 設 や 避 難 所 と な る 施 設 等 で あ る が 、 例 え ば 庁 舎 、

病院、学校の 体育館等の 公共建築物 のほか、病院 、ホテル・旅 館、福祉施設 等の民間建

築 物 の う ち 、 災 害 対 策 基 本 法 （ 昭 和 三 十 六 年 法 律 第 二 百 二 十 三 号 ） 第 二 条 第 十 号 に 規

定 す る 地 域 災 計 画 や 防 災 に 関 す る 計 画 等 に お い て 、 大 規 模 な 地 震 が 発 生 し た 場 合 に お

い て そ の 利 用 を 確 保 す る こ と が 公 益 上 必 要 な 建 築 物 と し て 定 め ら れ た も の に つ い て も 、

積 極 的 に 定 め る こ と が 考 え ら れ る 。 な お 、 公 益 上 必 要 な 建 築 物 を 定 め よ う と す る と き

は 、 法 第 五 条 第 四 項 の 規 定 に 基 づ き 、 あ ら か じ め 、 当 該 建 築 物 の 所 有 者 等 の 意 見 を 勘

案 し 、 例 え ば 特 別 積 合 せ 貨 物 運 送 以 外 の 一 般 貨 物 自 動 車 運 送 事 業 の 用 に 供 す る 施 設 で

あ る 建 築 物 等 で あ っ て 、 大 規 模 な 地 震 が 発 生 し た 場 合 に 公 益 上 必 要 な 建 築 物 と し て 実

際に利用さ れる見込み がないもの まで定める ことがない よう留意す るべきであ る。 

法 第 五 条 第 三 項 第 二 号 又 は 第 三 号 の 規 定 に 基 づ き 定 め る べ き 道 路 は 、 沿 道 の 建 築 物

の 倒 壊 に よ っ て 緊 急 車 両 の 通 行 や 住 民 の 避 難 の 妨 げ に な る お そ れ が あ る 道 路 で あ る が 、

例 え ば 緊 急 輸 送 道 路 、 避 難 路 、 通 学 路 等 避 難 場 所 と 連 絡 す る 道 路 そ の 他 密 集 市 街 地 内
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の 道 路 等 を 定 め る こ と が 考 え ら れ る 。 特 に 緊 急 輸 送 道 路 の う ち 、 市 町 村 の 区 域 を 越 え

て、災害時の 拠点施設を 連絡する道 路であり、災 害時におけ る多数の者 の円滑な避 難、

救 急 ・ 消 防 活 動 の 実 施 、 避 難 者 へ の 緊 急 物 資 の 輸 送 等 の 観 点 か ら 重 要 な 道 路 に つ い て

は、沿道の 建築物の耐 震化を図る ことが必要 な道路とし て定めるべ きである。  

こ の う ち 、 現 に 相 当 数 の 建 築 物 が 集 合 し 、 又 は 集 合 す る こ と が 確 実 と 見 込 ま れ る 地

域 を 通 過 す る 道 路 、 公 園 や 学 校 等 の 重 要 な 避 難 場 所 と 連 絡 す る 道 路 そ の 他 の 地 域 の 防

災 上 の 観 点 か ら 重 要 な 道 路 に つ い て は 、 同 項 第 二 号 の 規 定 に 基 づ き 早 期 に 通 行 障 害 建

築 物 の 耐 震 診 断 を 行 わ せ 、 耐 震 化 を 図 る こ と が 必 要 な 道 路 と し て 定 め る こ と が 考 え ら

れる。 

ま た 、 通 学 路 等 の 沿 道 の ブ ロ ッ ク 塀 等 の 実 態 把 握 を 進 め 、 住 民 の 避 難 等 の 妨 げ と な

る お そ れ の 高 い 道 路 に つ い て も 、 沿 道 の ブ ロ ッ ク 塀 等 の 耐 震 化 を 図 る こ と が 必 要 な 道

路として定 めるべきで ある。 

改 正 令 の 施 行 の 際 、 現 に 同 号 の 規 定 に 基 づ き 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 （ 耐 震

不 明 建 築 物 で あ る も の に 限 る 。 以 下 同 じ 。 ） に 係 る 耐 震 診 断 の 結 果 の 報 告 の 期 限 に 関

す る 事 項 が 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 記 載 さ れ て い る 場 合 に お い て は 、 必 要 に 応 じ

て 、 当 該 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 を 速 や か に 改 定 し 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関

す る 法 律 施 行 令 （ 平 成 七 年 政 令 第 四 百 二 十 九 号 ） 第 四 条 第 二 号 に 規 定 す る 組 積 造 の 塀

に 係 る 耐 震 診 断 の 結 果 の 報 告 の 期 限 に 関 す る 事 項 を 別 に 記 載 す べ き で あ る 。 た だ し 、

や む を 得 な い 事 情 に よ り 当 該 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 を 速 や か に 改 定 す る こ と が 困

難 な 場 合 に お い て は 、 改 正 令 の 施 行 の 際 現 に 法 第 五 条 第 三 項 第 二 号 の 規 定 に 基 づ き 当

該 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 記 載 さ れ て い る 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 に 係 る

耐 震 診 断 の 結 果 の 報 告 の 期 限 に 関 す る 事 項 は 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律

施 行 令 第 四 条 第 一 号 に 規 定 す る 建 築 物 に 係 る も の で あ る と み な す 。 ま た 、 同 条 第 二 号

に 規 定 す る 組 積 造 の 塀 に つ い て は 、 規 則 第 四 条 の 二 の 規 定 に よ り 、 地 域 の 実 情 に 応 じ

て 、 都 道 府 県 知 事 が 耐 震 診 断 義 務 付 け 対 象 建 築 物 と な る 塀 の 長 さ 等 を 規 則 で 定 め る こ

とができる ことに留意 すべきであ る。 

さ ら に 、 同 項 第 四 号 の 規 定 に 基 づ く 特 定 優 良 賃 貸 住 宅 に 関 す る 事 項 は 、 法 第 二 十 八

条の特例の 適用の考え 方等につい て定めるこ とが望まし い。 

加 え て 、 同 項 第 五 号 の 規 定 に 基 づ く 独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構 又 は 地 方 住 宅 供 給 公

社（以下「機構等」という 。）による建築物の耐震 診断及び耐 震改修の実 施に関する 事

項 は 、 機 構 等 が 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 を 行 う 地 域 、 建 築 物 の 種 類 等 に つ い て 定 め る こ

と が 考 え ら れ る 。 な お 、 独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構 に よ る 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 業

務 及 び 地 域 は 、 原 則 と し て 都 市 再 生 に 資 す る も の に 限 定 す る と と も に 、 地 域 に お け る

民間事業者 による業務 を補完して 行うよう留 意する。  

ニ 建築物 の地震に対 する安全性 の向上に関 する啓発及 び知識の普 及 

都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に お い て は 、 四 を 踏 ま え 、 個 々 の 建 築 物 の 所 在 地 を 識 別

可 能 と す る 程 度 に 詳 細 な 地 震 防 災 マ ッ プ の 作 成 に つ い て 盛 り 込 む と と も に 、 相 談 窓 口
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の設置、パン フレットの 作成・配布、セミナー・講 習会の開催、耐震診断及 び耐震改修

に 係 る 情 報 提 供 等 、 啓 発 及 び 知 識 の 普 及 に 係 る 事 業 に つ い て 定 め る こ と が 望 ま し い 。

特 に 、 地 震 防 災 マ ッ プ の 作 成 及 び 相 談 窓 口 の 設 置 は 、 都 道 府 県 内 の 全 て の 市 町 村 に お

いて措置さ れるよう努 めるべきで ある。 

ま た 、 地 域 に お け る 地 震 時 の 危 険 箇 所 の 点 検 等 を 通 じ て 、 住 宅 ・ 建 築 物 の 耐 震 化 の

ための啓発 活動や危険 なブロック 塀の改修・撤 去等の取組 を行うこと が効果的で あり、

必 要 に 応 じ 、 市 町 村 と の 役 割 分 担 の も と 、 町 内 会 や 学 校 等 と の 連 携 策 に つ い て も 定 め

るべきであ る。 

ホ 建築基 準法による 勧告又は命 令等の実施  

法 に 基 づ く 指 導 ・ 助 言 、 指 示 等 に つ い て 、 所 管 行 政 庁 は 、 優 先 的 に 実 施 す べ き 建 築

物の選定及 び対応方針 、公表の方 法等につい て定めるこ とが望まし い。 

ま た 、 所 管 行 政 庁 は 、 法 第 十 二 条 第 三 項 （ 法 附 則 第 三 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場

合 を 含 む 。 ） 又 は 法 第 十 五 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 公 表 を 行 っ た に も か か わ ら ず 、 建 築

物 の 所 有 者 が 耐 震 改 修 を 行 わ な い 場 合 に は 、 建 築 基 準 法 第 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 勧

告 、 同 条 第 二 項 又 は 第 三 項 の 規 定 に よ る 命 令 等 を 実 施 す べ き で あ り 、 そ の 実 施 の 考 え

方、方法等 について定 めることが 望ましい。  

２ 市町村 耐震改修促 進計画の策 定に関する 基本的な事 項 

イ 市町村 耐震改修促 進計画の基 本的な考え 方 

平 成 十 七 年 三 月 に 中 央 防 災 会 議 に お い て 決 定 さ れ た 地 震 防 災 戦 略 に お い て 、 東 海 地

震 及 び 東 南 海 ・ 南 海 地 震 の 被 害 を 受 け る お そ れ の あ る 地 方 公 共 団 体 に つ い て は 地 域 目

標 を 定 め る こ と が 要 請 さ れ 、 そ の 他 の 地 域 に お い て も 減 災 目 標 を 策 定 す る こ と が 必 要

と さ れ て い る 。 こ う し た こ と を 踏 ま え 、 法 第 六 条 第 一 項 に お い て 、 基 礎 自 治 体 で あ る

市 町 村 に お い て も 、 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 基 づ き 、 市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 を

定 め る よ う 努 め る も の と さ れ た と こ ろ で あ り 、 可 能 な 限 り 全 て の 市 町 村 に お い て 市 町

村耐震改修 促進計画が 策定される ことが望ま しい。 

市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 の 策 定 及 び 改 定 に 当 た っ て は 、 道 路 部 局 、 防 災 部 局 、 衛 生

部局、観光部 局、商工部局 、福祉部局、教育委員会 等とも連携 するととも に、都道府県

の 耐 震 化 の 目 標 や 施 策 と の 整 合 を 図 る た め 、 都 道 府 県 と 協 議 会 を 設 置 す る 等 の 取 組 を

行 い な が ら 、 よ り 地 域 固 有 の 状 況 に 配 慮 し て 作 成 す る こ と が 考 え ら れ 、 改 正 令 の 施 行

前 に 市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 を 策 定 し て い る が 、 改 正 令 の 施 行 に 伴 う 改 定 を 行 っ て い

ない市町村 は、改正令 の趣旨を踏 まえ、でき るだけ速や かに改定す べきである 。 

ま た 、 市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 基 づ く 施 策 が 効 果 的 に 実 現 で き る よ う 、 法 に 基 づ

く指導、助 言、指示等 を行う所管 行政庁と十 分な調整を 行うべきで ある。 

な お 、 市 町 村 は 、 耐 震 化 の 進 捗 状 況 や 新 た な 施 策 の 実 施 等 に あ わ せ て 、 適 宜 、 市 町

村耐震改修 促進計画の 見直しを行 うことが望 ましい。  

ロ 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の実施に 関する目標  

市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 に お い て は 、 都 道 府 県 耐 震 改 修 促 進 計 画 の 目 標 を 踏 ま え 、
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各 市 町 村 に お い て 想 定 さ れ る 地 震 の 規 模 、 被 害 の 状 況 、 建 築 物 の 耐 震 化 の 現 状 等 を 勘

案し、目標を 定めること を原則とす る。なお、市町村は、定め た目標につ いて、一定期

間ごとに検 証すべきで ある。 

特 に 耐 震 診 断 義 務 付 け 対 象 建 築 物 に つ い て は 、 早 急 に 耐 震 化 を 促 進 す べ き 建 築 物 で

あ る 。 こ の た め 、 市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 法 第 六 条 第 三 項 第 一 号 に 定 め る 事 項 を 記

載 す る 場 合 に お い て は 早 期 に 記 載 す る と と も に 、 二 ２ の 目 標 を 踏 ま え 、 耐 震 診 断 義 務

付 け 対 象 建 築 物 の 耐 震 化 の 目 標 を 設 定 す べ き で あ る 。 ま た 、 耐 震 診 断 の 結 果 の 報 告 を

踏まえ、耐 震化の状況 を検証すべ きである。  

さらに、庁舎、病院、学校等の公共建 築物につい ては、関係部局と協力し、可能な限

り 用 途 ご と に 目 標 を 設 定 す べ き で あ る 。 こ の た め 、 国 土 交 通 省 は 関 係 省 庁 と 連 携 を 図

り、市町村 に対し、必 要な助言及 び情報提供 を行うこと とする。  

ハ 建築物 の耐震診断 及び耐震改 修の促進を 図るための 施策 

市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 に お い て は 、 都 道 府 県 、 市 町 村 、 建 築 物 の 所 有 者 等 と の 役

割 分 担 の 考 え 方 、 実 施 す る 事 業 の 方 針 等 基 本 的 な 取 組 方 針 に つ い て 定 め る と と も に 、

具 体 的 な 支 援 策 の 概 要 、 安 心 し て 耐 震 改 修 等 を 行 う こ と が で き る よ う に す る た め の 環

境整備、地 震時の総合 的な安全対 策に関する 事業の概要 等を定める ことが望ま しい。 

また、庁舎、病院、学校等の公共建築 物について は、関係部局と協力し、耐震診断を

行 い 、 そ の 結 果 の 公 表 に 取 り 組 む と と も に 、 重 点 化 を 図 り な が ら 着 実 な 耐 震 化 を 推 進

するため、 具体的な整 備プログラ ム等を作成 することが 望ましい。  

法 第 六 条 第 三 項 第 一 号 又 は 第 二 号 の 規 定 に 基 づ き 定 め る べ き 道 路 は 、 沿 道 の 建 築 物

の 倒 壊 に よ っ て 緊 急 車 両 の 通 行 や 住 民 の 避 難 の 妨 げ に な る お そ れ が あ る 道 路 で あ る が 、

例 え ば 緊 急 輸 送 道 路 、 避 難 路 、 通 学 路 等 避 難 場 所 と 連 絡 す る 道 路 そ の 他 密 集 市 街 地 内

の 道 路 等 を 定 め る こ と が 考 え ら れ る 。 特 に 緊 急 輸 送 道 路 の う ち 、 市 町 村 の 区 域 内 に お

い て 、 災 害 時 の 拠 点 施 設 を 連 絡 す る 道 路 で あ り 、 災 害 時 に お け る 多 数 の 者 の 円 滑 な 避

難 、 救 急 ・ 消 防 活 動 の 実 施 、 避 難 者 へ の 緊 急 物 資 の 輸 送 等 の 観 点 か ら 重 要 な 道 路 に つ

いては、沿 道の建築物 の耐震化を 図ることが 必要な道路 として定め るべきであ る。 

こ の う ち 、 現 に 相 当 数 の 建 築 物 が 集 合 し 、 又 は 集 合 す る こ と が 確 実 と 見 込 ま れ る 地

域 を 通 過 す る 道 路 、 公 園 や 学 校 等 の 重 要 な 避 難 場 所 と 連 絡 す る 道 路 そ の 他 の 地 域 の 防

災 上 の 観 点 か ら 重 要 な 道 路 に つ い て は 、 同 項 第 一 号 の 規 定 に 基 づ き 早 期 に 通 行 障 害 建

築 物 の 耐 震 診 断 を 行 わ せ 、 耐 震 化 を 図 る こ と が 必 要 な 道 路 と し て 定 め る こ と が 考 え ら

れる 

ま た 、 通 学 路 等 の 沿 道 の ブ ロ ッ ク 塀 等 の 実 態 把 握 を 進 め 、 住 民 の 避 難 等 の 妨 げ と な

る お そ れ の 高 い 道 路 に つ い て も 、 沿 道 の ブ ロ ッ ク 塀 等 の 耐 震 化 を 図 る こ と が 必 要 な 道

路として定 めるべきで ある。 

改 正 令 の 施 行 の 際 、 現 に 同 号 の 規 定 に 基 づ き 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 に 係 る

耐 震 診 断 の 結 果 の 報 告 の 期 限 に 関 す る 事 項 が 市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 記 載 さ れ て い

る 場 合 に お い て は 、 必 要 に 応 じ て 、 当 該 市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 を 速 や か に 改 定 し 、
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建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 令 第 四 条 第 二 号 に 規 定 す る 組 積 造 の 塀 に 係

る 耐 震 診 断 の 結 果 の 報 告 の 期 限 に 関 す る 事 項 を 別 に 記 載 す べ き で あ る 。 た だ し 、 や む

を 得 な い 事 情 に よ り 当 該 市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 を 速 や か に 改 定 す る こ と が 困 難 な 場

合 に お い て は 、 改 正 令 の 施 行 の 際 現 に 法 第 六 条 第 三 項 第 一 号 の 規 定 に 基 づ き 当 該 市 町

村 耐 震 改 修 促 進 計 画 に 記 載 さ れ て い る 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 に 係 る 耐 震 診 断

の 結 果 の 報 告 の 期 限 に 関 す る 事 項 は 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 令 第

四 条 第 一 号 に 規 定 す る 建 築 物 に 係 る も の で あ る と み な す 。 ま た 、 同 条 第 二 号 に 規 定 す

る 組 積 造 の 塀 に つ い て は 、 地 域 の 実 情 に 応 じ て 、 市 町 村 長 が 耐 震 診 断 義 務 付 け 対 象 建

築物となる 塀の長さ等 を規則で定 めることが できること に留意すべ きである。  

ニ 建築物 の地震に対 する安全性 の向上に関 する啓発及 び知識の普 及 

市 町 村 耐 震 改 修 促 進 計 画 に お い て は 、 四 を 踏 ま え 、 個 々 の 建 築 物 の 所 在 地 を 識 別 可

能 と す る 程 度 に 詳 細 な 地 震 防 災 マ ッ プ の 作 成 に つ い て 盛 り 込 む と と も に 、 相 談 窓 口 の

設置、パンフ レットの作 成・配布、セ ミナー・講 習 会の開催、耐 震診断及び 耐震改修に

係 る 情 報 提 供 等 、 啓 発 及 び 知 識 の 普 及 に 係 る 事 業 に つ い て 定 め る こ と が 望 ま し い 。 特

に 、 地 震 防 災 マ ッ プ の 作 成 及 び 相 談 窓 口 の 設 置 は 、 全 て の 市 町 村 に お い て 措 置 さ れ る

よう努める べきである 。 

ま た 、 地 域 に お け る 地 震 時 の 危 険 箇 所 の 点 検 等 を 通 じ て 、 住 宅 ・ 建 築 物 の 耐 震 化 の

ための啓発 活動や危険 なブロック 塀の改修・撤 去等の取組 を行うこと が効果的で あり、

必要に応じ 、町内会や 学校等との 連携策につ いても定め るべきであ る。 

ホ 建築基 準法による 勧告又は命 令等の実施  

法 に 基 づ く 指 導 ・ 助 言 、 指 示 等 に つ い て 、 所 管 行 政 庁 で あ る 市 町 村 は 、 優 先 的 に 実

施すべき建 築物の選定 及び対応方 針、公表の 方法等につ いて定める ことが望ま しい。 

ま た 、 所 管 行 政 庁 で あ る 市 町 村 は 、 法 第 十 二 条 第 三 項 （ 法 附 則 第 三 条 第 三 項 に お い

て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 又 は 法 第 十 五 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 公 表 を 行 っ た に も か か

わ ら ず 、 建 築 物 の 所 有 者 が 耐 震 改 修 を 行 わ な い 場 合 に は 、 建 築 基 準 法 第 十 条 第 一 項 の

規 定 に よ る 勧 告 、 同 条 第 二 項 又 は 第 三 項 の 規 定 に よ る 命 令 等 を 実 施 す べ き で あ り 、 そ

の実施の考 え方、方法 等について 定めること が望ましい 。 

３ 計画の 認定等の周 知 

所 管 行 政 庁 は 、 法 第 十 七 条 第 三 項 の 計 画 の 認 定 、 法 第 二 十 二 条 第 二 項 の 認 定 、 法 第 二

十 五 条 第 二 項 の 認 定 に つ い て 、 建 築 物 の 所 有 者 へ 周 知 し 、 活 用 を 促 進 す る こ と が 望 ま し

い 。 な お 、 法 第 二 十 二 条 第 二 項 の 認 定 制 度 の 周 知 に あ た っ て は 、 本 制 度 の 活 用 が 任 意 で

あ り 、 表 示 が 付 さ れ て い な い こ と を も っ て 、 建 築 物 が 耐 震 性 を 有 さ な い こ と と は な ら な

いことにつ いて、建築 物の利用者 等の十分な 理解が得ら れるよう留 意するべき である。  

 

   附  則  

１  こ の 告 示 は 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 十 七 年

法律第百二 十号）の施 行の日（平 成十八年一 月二十六日 ）から施行 する。 
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２ 平成七 年建設省告 示第二千八 十九号は、 廃止する。  

３  こ の 告 示 の 施 行 前 に 平 成 七 年 建 設 省 告 示 第 二 千 八 十 九 号 第 一 た だ し 書 の 規 定 に よ り 、 国

土 交 通 大 臣 が 同 告 示 第 一 の 指 針 の 一 部 又 は 全 部 と 同 等 以 上 の 効 力 を 有 す る と 認 め た 方 法 に

つ い て は 、 こ の 告 示 の 別 添 第 一 た だ し 書 の 規 定 に よ り 、 国 土 交 通 大 臣 が 同 告 示 第 一 の 指 針

の一部又は 全部と同等 以上の効力 を有すると 認めた方法 とみなす。  

   附  則  (平成二十 五年十月二 十九日国土 交通省告示 第千五十五 号) 

こ の 告 示 は 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 の 日 （ 平

成二十五年 十一月二十 五日）から 施行する。  

   附  則  (平成二十 八年三月二 十五日国土 交通省告示 第五百二十 九号) 

この告示は 、公布の日 から施行す る。 

   附  則  (平成三十 年十二月二 十一日国土 交通省告示 第千三百八 十一号) 

こ の 告 示 は 、 建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令

の施行の日 （平成三十 一年一月一 日）から施 行する。  

  附  則 （令和三年 十二月二十 一日国土交 通省告示第 千五百三十 七号） 

この告示は 、公布の日 から施行す る。 
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